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(3) 汚染水を漏らさない対策 

(a) 水ガラスによる地盤改良 

2013 年 6 月に 1 号機，2 号機取水口間の護岸付近の地下水観測孔から，法定限度を超え

る高い濃度の放射性物質の検出が確認され，その後も濃度の高い状態が継続していた（図 

3-93）。汚染された地下水の海洋流出防止対策として，鋼管矢板による海側遮水壁の施工が

2012 年より開始されていたが，この時点では完成まで l 年近くを要した。このため，緊急止水

対策が必要となり，資機材調達及び施工の迅速性等が考慮され，水ガラス系注入材を用いた

薬液注入工法により護岸付近に止水壁を構築する方法が採用された。 

 

 

図 3-93  地下水モニタリング結果（2013 年 7 月 24 日現在）1)より引用 

 

薬液注入による地盤改良を行う対象地盤は，地表から埋戻し土，中粒砂岩（Ⅰ層），泥質部

（Ⅱ層）である。泥質部（Ⅱ層）は，護岸エリアでは地表から約 15m の深度でほぼ水平に分布

する比較的透水性が低い難透水層である（図 3-94）。 

高濃度汚染水が存在するトレンチや建屋がある中粒砂岩（Ⅰ層）と埋戻し土は，比較的透

水性が高く，地下水位は地盤改良施工前の時点では地表から 1.5～2.0m に分布している。ま

た，護岸部であるため，地下水は塩水を含む水質となっている可能性が考えられた。 

このような透水性の高い地盤で，かつ塩水環境下でも効果を発揮して 1.0E-07m／s 程度以

下の透水性を有する止水壁を構築するため，注入材として水ガラス系注入材（シリカゾルグラ

ウト）が採用された。 

改良深度は，泥質部（Ⅱ層）の上限面より 50cm 程度深い GL-15.5m までとした（図 3-94）。

また，水ガラス系注入材は，地表部付近の不飽和領域では良好な改良体が形成されない可

能性があるため，注入による地盤改良は GL- l.8m の地下水位面以下とし，地表～GL- l.8m の

間は，注入完了後に掘削してモルタルで置換える地盤改良が行われた（図 3-94）。 
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図 3-94 薬液注入工断面図 2)より引用・一部改変 

 
地盤改良の施工範囲は，1～4 号機取水口間の護岸に対して 5m 程度の離隔で平行する区

間と，各取水口側部の泥質部に岩着しているポンプ室構造物までの区間を連結させ，各々の

エリアを囲い込むように改良ゾーンを構築した（図 3-95）。注入孔の配置は，良好な止水効果

が得られる改良体が形成されるように，注入ラインに沿って 2 列で孔間隔は 80cm ピッチとした

（図 3-95）。 

また，各エリアでは地中に滞留する汚染された地下水を汲上げるとともに，地盤改良完了後

の護岸付近の地下水位をコントロールするためのウェルポイントの設置が行われた（図 3-95）。 
 

 

図 3-95 薬液注入工平面図 2),3)より引用・一部改変 

置換え部 

埋戻し土部 

中粒砂岩（Ⅰ層） 

泥質部（Ⅱ層） 

1-2 号機取水口間 2－3号機取水口間 
3－4号機取水口間 
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地盤改良は，二重管ロッドを用いて所定の深さまで削孔した後，その管を利用して瞬結性

の薬液を注入し，注入管周囲をシールした後（一次注入），二次注入として浸透性の高い薬液

を注入して土粒子間への浸透を図り，均質な地盤を形成する二重管ストレーナー工法（複相

式）で施工された（表 3-20，図 3-96）。 

 施工は 2013 年 5 月から開始され，同年 7 月頃から地下水観測孔水位の上昇が確認される

改良効果が認められ 2，3)，2014 年 3 月に施工を完了した（全削孔数量：1,072 孔）。 

 

表 3-20 注入材性状及び注入要領 2)より引用  

 

 

 

図 3-96 施工手順と施工状況 

 

建屋海側の施工エリアは，空間線量率が 0.08～1.90mSv／h と高い作業環境であったため，

図 3-97 に示す被ばく対策が行われ，作業エリアの空間線量率を 0.04～0.32mSv／h まで低

減させた後に作業を実施した。 

また，2 号機取水口両側部の電源ケーブルダクト近傍などの高濃度汚染水が滞留している

箇所では，高濃度汚染水の地表への流出や汚染水が周囲に拡散することが懸念された。この

ため，削孔位置に H 形鋼による枠組みを作製し，これを埋設して削孔水拡散防止ピットを構築

するとともに，地表より l.5m の高さの作業架台，ならびに架台の側面には鉛板を設置する被ば

く低減対策がとられた（図 3-98）。 

 

施工手順 3)より引用 
施工状況（1-2 号機取水口間）2)より引用 
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図 3-97 遮へいによる線量低減対策 2)より引用 

 

 

図 3-98 高線量作業箇所での被ばく線量低減対策 2)より引用 

 

L 形擁壁（H=2.25m）、鉛板遮へい壁による 

作業場所退避場所の遮へい 

施工基盤への砕石敷均し（50cm 程度） 

H 形鋼による枠組み 作業盤ならびに作業架台（鉛板による遮へい） 
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(b) 海側遮水壁及び地下水ドレン 

発電所港湾内には、事故直後から約 400m3／日程度の汚染水が流出しているものと想定さ

れていた（図 3-99）。東京電力は，海洋汚染拡大防止対策として汚染水の流出経路となる透

水層（中粒砂岩（Ⅰ層：上部透水層），互層（Ⅲ層：下部透水層））に鋼管矢板の連続壁からな

る海側遮水壁を設置し，海側遮水壁により堰上がる地下水を地下水ドレンで汲上げる対策の

検討を事故直後から行っていた（図 3-100）。 

海側遮水壁を構築することで，建屋周りの地下水の海域への流出が抑制されることが流跡

線解析により確認されたため（図 3-101），2012 年 3 月に公有面埋立免許等の必要な手続き

を完了させ設置工事を開始した。  
 

 

図 3-99 港湾内に流出する汚染水のイメージ 1)より引用 

 

 

図 3-100 海側遮水壁のイメージ 2)より引用 

 

 

図 3-101 流跡線解析による海側遮水壁の効果予測 3)より引用・一部改変 

海側遮水壁と地下水ドレンの汲み上げに

より海域への汚染水の流出を防止する 
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海側遮水壁は，1～4 号機建屋前の既設護岸沿いに約 600m の延長で設置された（図 

3-102）。海側遮水壁沿いの地質は図 3-102 に示すとおりで，遮水壁は互層（Ⅲ層：下部透水

層））の下の泥質部（Ⅳ層）に数 m 程度の根入れがされている。また，海側遮水壁と既設護岸

との間の埋立箇所には，5 箇所の地下水ドレン（汲上げ井戸）を設置し，海側遮水壁により堰

上がる地下水を汲上げる設計とした（図 3-102）。 

 

 

図 3-102 海側遮水壁の平面形状と地質断面図 4)より引用 

  

 海側遮水壁の主な仕様は以下のとおりである 4)。 

①構造 

ア）自立式鋼管矢板（図 3-103） 

・鋼管径：1,000mm，1,200mm 

・長さ：約 21～26m（地中部は約 14～17m） 
 

 

図 3-103 鋼管矢板 5)より引用 
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イ）継手（図 3-104） 

・漏水防止ゴム付 P－T 型（透水係数 1.0E-08m／s 以下，変形追従性能保有） 

・無収縮モルタル充填 
 

 

図 3-104 漏水防止ゴム付 P－T 型継ぎ手 4)より引用 

 
②耐久性 

ア）鋼管矢板 

・設計耐用年数を 30 年とし，部位ごとに腐食環境に応じた防食を実施 

（海側気中部（飛沫帯）：防錆塗装， 海側水中部：電気防食， 陸側：防食なし） 

・設計計算（応力・ひずみ）は 30 年後の腐食状態を考慮して実施 

イ）漏水防止ゴム 

・紫外線作用のない環境では，常温で 100 年以上の耐久性を保持 

 

施工は，先行掘削により互層（Ⅲ層）までの地盤をほぐした後，バイブロハンマーの打撃によ

り鋼管を設置する。難透水層の泥質部（Ⅳ層）では，油圧ハンマーによる打撃により数 m 程度

の根入れが行われた（図 3-105）。 

継手処理は，継手内の洗浄を行いカメラによる継手の健全性を確認した後，2 回に分けて

無収縮モルタルを注入する方法がとられた（図 3-106）。 
 

 

図 3-105 鋼管杭の打設施工手順 6)より引用 
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図 3-106 継手処理の手順 7)より引用 

 
 海側遮水壁が完成した場合，建屋周辺の地下水が堰上がり建屋流入量の増加が予想され

た。また，地表面まで上昇した場合は，汚染水が越流して海洋汚染が拡大する可能性も考え

られた。このため，図 3-107 に示す海側遮水壁の一部区間を未施工（開放状態）の状態とし，

建屋周辺の地下水位をコントロールするサブドレンと汚染水の移送・浄化設備の本格稼働に

合わせて，未施工区間の閉合を行う手順とした。未施工区間の閉合手順と施工状況を図 

3-108 に示す。 
  

 

図 3-107 海側遮水壁の未施工区間 5)より引用・一部改変 

 

 

図 3-108 未施工区間の閉合手順と施工状況 7)より引用 
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海側遮水壁の閉合は，2015 年 9 月 19 日から開始され，10 月 26 日に継手処理が完了し

た。閉合作業の完了に伴い，港湾内の放射性物質濃度は大幅に低下した（図 3-109）。 
 

 
トリチウム濃度の推移 

 
全ベータ・ストロンチウム 90 濃度の推移       セシウム 137 濃度の推移 

図 3-109 港湾内海水中の放射性物質濃度の推移 8)より引用・一部改変 

 
 閉合後の海側遮水壁については，以下の計測が行われ健全性の確認が行われた 4)。 

  ・杭頭変位のモニタリング 

  ・継手状況等の目視点検 

  ・電気防食の効果確認のための電位測定 

  ・港湾海水の放射性物質濃度のモニタリング  

 杭頭の変位は，埋立に伴う土圧の増加及び海側遮水壁閉合以降の地下水位上昇などによ

り図 3-110 に示す増加が認められ，2 方向への引張力が作用するコーナー部での変位量が

大きくなっていた。 

このため，鋼管間の相対変位を抑制し継手負荷を軽減することを目的に，コーナー部では

鋼材を鋼管に溶接して結合を行い，コーナー部以外のエリアについても予防的な保全対策と

して，鋼材を杭頭部にアンカーボルトで固定する対策が取られた（図 3-111）。 

なお，解析により常時及び地震時の鋼管矢板の発生応力は，設計降伏応力を下回ってい

ることを確認している。また，地震時でも海側遮水壁の遮水性能は所要性能（透水係数 1.0E-

測定位置 



 

133 

08m／s 以下）が確保されていることを確認しており，海側遮水壁の健全性は確保されている

ものと評価している 4)。 
 

 

図 3-110 杭頭変位の測定結果 4)より引用 

 

 

図 3-111 杭頭変位抑制対策 4)より引用 
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(c) タンク 

海水配管トレンチ等に滞留している汚染水，ならびに浄化設備による処理後に発生する処

理水等を貯留するためのタンクの設置は，事故直後から大量の滞留水を迅速に保管するため

に種々のタンクが集められ，応急的な対応が行われた（2.2.1(2)(e)参照）。 

その後，汚染水処理設備設置の進捗，新規のタンク製作体制の確立に伴い，O.P.+35m 盤

にタンク群の設置エリアを順次造成しながら，効率的に組立てができるフランジボルト接合型

の鋼製円形縦型タンク（以下，「フランジ型タンク」）を設置して，急増する汚染水の発生に対

応していた（図 3-112）。 
 

 

図 3-112 フランジ型タンク（左－組立中，右－完成）1)より引用 

 
フランジ型タンクは，鋼製パネル（厚さ 12mm）の周囲に溶接されているフランジを止水パッ

キンを挟んで高力ボルトで接合するもので，シールド工事等の泥水保管用タンクとして用いら

れている仮設タンクをベースにしている。このため，接合部のパッキン性能の向上などの様々

な工夫を行い漏えいリスクの低減を図り，汚染水の貯留が行われていた。 

汚染水貯留の初期段階では，フランジ型タンクの構造や配管に起因する漏えい，移送の運

用に起因する漏えいなどが発生していた。このため，日常点検の強化や定期的なフランジボ

ルトの増し締め，パッキンの劣化評価などを行うとともに，タンクからの溢水を防止するためのタ

ンク内水位監視装置の設置，万一，タンクから漏えいした場合でも，タンクヤードから地盤へ汚

染水を流出させない様々な対策（浸透防止工，被覆工，コンクリート堰，外周堰の設置等）が

整備されてきた（図 3-113，図 3-114）。 

 

 

図 3-113 タンクヤード整備の概要 2)より引用 
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タンク堰嵩上げ・被覆・二重化 2)より引用

 

     
被覆工，コンクリート堰の設置 3)より引用                タンク堰カバー・雨樋 2)より引用

 

図 3-114 タンクヤード整備の状況 

 
しかし，フランジ型タンクは長期的には漏えいのリスクが高く，このリスクを低減するための抜

本的な対策として，溶接接合型の鋼製円形縦型タンク（以下，「溶接型タンク」）への切替え（リ

プレース）が必要となった（図 3-115）。また，リプレースに際しては，今後増加する汚染水に備

えるため，図 3-116 に示す貯留容量の増加対策が図られた。 

 

 

図 3-115 溶接型タンク（貯水容量 1,200m3／基）2)より引用 

 

 

図 3-116 貯留容量の増加対策 2)より引用 
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フランジ型タンクの解体，溶接型タンクへのリプレース，溶接型タンクの増設（敷地の造成，

タンク基礎の構築，タンクの組立て・設置）等の溶接型タンクへの切り替えは，日々増え続ける

汚染水の確実な貯留が可能となるタンク供給を確保するため，急速施工を図る必要があった。 

 

(i) フランジ型タンクの解体 

汚染水を貯留していたタンクの内面は，汚染水を抜き取った後も表面線量率が 40～50mSv

／h と高く，また，タンク基礎コンクリートは，過去の漏えい等により表面が汚染されている箇所

があった。このため，解体工事においてはタンクからのダストの飛散抑制や作業員の被ばく低

減対策，防護装備における熱中症リスクなどの多くの課題に対応する必要があった 。 

タンク解体作業では，放射性物質が空気中に飛散するダスト値をタンク周辺で 5×10-5Bq／

cm3 未満に抑えるため，解体前にタンク内面を散水による洗浄，タンク内面への塗装を実施し

た後に解体を行う手順で行われた（図 3-117）。 

また，基礎コンクリート表面は基礎取壊し前に切削除染が行われ，コンクリートの屋外保管

基準値以下（表面線量率 10μSv／h 未満）となる切削除染が行われた。 

 

 

図 3-117 フランジ型タンクの解体フロー4)より引用 

 

①タンク内面塗装（抑制剤塗布） 

タンク内面に付着している放射性

物質を物理的に抑え込むため，軽

量化した吹付け機の開発を行い，飛

散抑制剤吹付けによるタンク内面の

塗 装 を 遠 隔 操 作 で 実 施 し た （ 図 

3-118，図 3-119）。 

 

 

図 3-118 タンク内面塗装（抑制剤塗布） 

の概要 4)より引用 



 

138 

 
タンク内面塗装（抑制剤塗布）鳥瞰図 5)より引用     遠隔操作による抑制剤の塗布状況 4)より引用 

図 3-119 タンク内面塗装（抑制剤塗布）の概要 

 

②タンクの解体 

解体中は局所排風機によるダストの回収を行うとともに，作業終了時は雨水浸入防止

とダストの飛散抑制を目的とした仮設屋根の設置が行われた（図 3-120）。また，解体作

業中でもダスト値が上昇する緊急時においては，速やかな仮設天板の設置が求められる

ため，新たに開発した空気膜を用いた超軽量構造（300kg／基）のバルーン天板により，

クレーンによる一括架設，容易な着脱による設置方式を確立した。また，その効果により

仮設屋根の設置・撤去のサイクルを大幅に短縮することが可能となった。 

③コンクリー卜基礎切削除染 

コンクリー卜基礎切削は飛散防止用仮設テント内で実施し，ポータブル型切削機によ

る除染が行われた。表面切削は一度の切削で約 3mm の除染が可能であるが，場所によ

り汚染深さが異なるため，切削ごとに表面線量率を測定して管理値 10μSv／h 未満にな

るまで切削を繰り返す作業が行われた（図 3-121）。 

汚染度（切削前の表面線量率）と切削深さの関係の実績値を図 3-122 に示す。 

 

 

図 3-120 フランジ型タンク解体作業状況 5)より引用 

 

解体作業状況 仮設屋根の設置によるダスト飛散抑制対策 
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図 3-121 コンクリー卜基礎切削除染の状況 4)より引用 

 

 

図 3-122 汚染度－切削深さ関係 4)より引用 

 

(ii) 溶接型タンクの設置 

溶接型タンクは現地溶接でタンクを組立てる方式，ならびに完成形のタンクを作成して海上

で運搬する 2 つの方式の併用による施工が行われた。 

タンク設置の手順は，セメントを用いた混合処理による地盤改良（深さ約 2～6m）と基礎コン

クリートの構築（基礎工）後，タンク本体及び配管を含むタンク設置工，堰の設置工（内堰，外

堰），堰内の防水工の順で実施された。 

施工では急速施工を行うため，以下の点に着目した工夫が行われた 1)。 

・基礎工から設置工までの一連の作業工程を一元管理して調整することにより，急

速施工を安定的に進捗させる。 

・構内環境（放射能保護具着用での作業等）による作業効率・作業時間の制約の観点か

ら，現場溶接を極力減じる。 

・部材供給の機動性・確実性の観点から一般道路通行による陸上輸送を可能にする。 

・シンプルな構造とし，組立作業の効率化・システム化を図る。 

・供給能力の確保の観点から工場での製作期間を極力短くする。 

・現地での組立作業の効率化のため，工場で精度の高い部材を製作する。 

この考えに基づいた 2 つの施工方式の特徴を以下に示す。 

 

1) 現地溶接でタンクを組立てる方式 

貯水容量が 1,000m3 のタンクを例として，組立方法等の情報を取りまとめた。 

①タンクの概要 

貯水容量：1,000m3， 直径：12m， 高さ：10.8m， 板厚：12mm， 鋼材重量：約 64t 

コンクリ－卜基礎切削除染の状況 汚染度測定状況 
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②工場での部材作成 

側板（長さ 10.8m，幅 2.4m）については，当初は 4 枚継，または 2 枚継としていたが，

大型の曲げ加工機の導入により側板を 1 枚もので製作した。これにより，側板部の溶接作

業及び溶接検査の工程が大幅に縮減され部材製作工程が短縮された（図 3-123）。 

 

 
4 枚継側板                   1 枚もの側板 

図 3-123 側板の作成 1)より引用 

③現地での仮組 

現地での組立には，発電所構内で最も汎用されている 50t 級クレーン（ラフテレーンク

レーン）を用いることで，不測の事態が発生した場合でも短時間で代替重機が準備できる

体制とした（図 3-124）。 

 

 

図 3-124 仮組の状況（底板設置～側板建込み）1)より引用 

 

④自動溶接の併用 

16 枚の側板を建込み・仮組をした後，移動式の風防足場を設け側板の溶接を行った。

溶接は炭酸ガスシールド溶接で自動溶接を併用した（図 3-125）。 
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図 3-125 側板の溶接状況（左：溶接足場，右：溶接状況）1)より引用 

 

2) 完成形タンクを搬入する方式 

完成形タンクは，メーカーの工場で製作されたもの（工場完成型タンク）と福島第二原子力

発電所で組立・溶接を行い製作するタンクの 2 種類がある。 

ここでは、公開情報が豊富な福島第二原子力発電所で組立・溶接を行った完成型タンクの

うち、貯水容量が 1,200m3 のタンクを例として搬入方法等の情報を取りまとめた。 

①タンクの概要 

    貯水容量：1,200m3  直径：12m  高さ：12m  板厚：12mm  鋼材重量：約 72t 

②福島第二原子力発電所での組立て・溶接 

現地溶接でタンクを組立てる方式と同じ手順で組立て・溶接を行い，完成形のタンクの

制作と水張り試験が行われた。福島第二原子力発電所での作業となるため，作業時間の

制約や放射能保護具が不要となり作業効率が格段に向上した（図 3-126）。 

 

 

図 3-126 福島第二原子力発電所での組立て・溶接の状況 1)より引用 

 

③福島第一原子力発電所への海上輸送及び設置箇所への陸上輸送 

福島第一原子力発電所構内の物揚場までの約 13km は海上輸送を行い，設置箇所ま

での約 2km の陸上輸送は多軸式特殊台車で行った。また，陸上輸送は他工事への影響

を緩和するため夜間に実施した（図 3-127）。 
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図 3-127 海上輸送，及び陸上輸送の状況 

 
④設置 

設置箇所ではオールテレーンクレーン（550t 級）を使用し，専用治具により所定の位置

に設置した（図 3-128）。水張り試験は福島第二原子力発電所で実施済みのため，設置

後，底板の溶接線について磁粉探傷検査（MT）を行い欠陥がないことを確認して供用を

開始した。これにより，供用開始までの時間が大幅に短縮された。 
 

 

図 3-128 タンクの設置状況 1)より引用 

 
2018 年 11 月 29 日現在では，敷地の南側のタンク群において（図 3-129），フランジ型タン

ク内の処理水の水抜き・解体，溶接タンクのリプレース・増設が実施されている。 

滞留水の総貯蔵量は，2018 年 11 月 22 日時点で約 110×104m3（建屋内の滞留水貯蔵量

を除く，図 3-130）である。また，今後の増加量の予測に基づいて，2020 年 12 月を目途に約

55×104m3 の増設・リプレース工事が実施されている 9)。 

海上輸送の状況 6)より引用 

荷揚げの状況 6)より引用 
陸上輸送の状況 1)より引用 
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図 3-129 タンク群の設置箇所（2018 年 11 月 29 日）7)より引用・一部改変 

 

 

図 3-130 滞留水貯蔵量の推移 8)より引用
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 環境負荷低減・廃棄物対策 

 汚染の拡大防止対策 

(1) 海底土の被覆 

原子炉建屋からの爆発飛散物や汚染水により拡散した放射性物質が，海底に堆積する土

砂と混ざり合って港湾内全域は汚染されていた。このため，事故初期段階の復旧活動として，

2012 年に 1～4 号機及び 5～6 号機の取水路開渠を対象に海底土の被覆を第 1 期工事（図 

3-131 の「2012 年度被覆済み」の範囲）として実施した（2.2.2(4)参照）。 

第 1 期工事の被覆箇所以外の港湾内の汚染は，依然高い状況であったた（図 3-131）。こ

のため，約 180,000m2 の未施工エリアについて第 2 期工事として海底土被覆を実施した。 
 

 

図 3-131 海底土の汚染状況と海底土被覆施工範囲 

 
第 2 期工事の対象エリアのうち，エリア①（図 3-131）は海底に浮泥が存在するため，第 1 期

工事と同様に浮泥の拡散を防止する 2 層（被覆材 A，B）の被覆構造とした。浮泥が存在しな

いエリア②（図 3-131）については，被覆材 B の 1 層の被覆構成とした（図 3-132）。 
 

 

図 3-132 被覆土の構成 2)より引用・一部改変 

港湾内海底土核種分析結果 1)より引用 

 

海底土被覆施工範囲 2)より引用・一部改変 
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 被覆材の配合を表 3-21，表 3-22 に示す（表中には第 1 期工事の配合も示している）。 

浮泥の巻き上がり防止を主目的とする被覆材 A は，軽量性を確保するため，第 1 期工事と

同様にベントナイトの膨潤を利用する高含水比の被覆材とした。ただし，第 1 期工事と比べ波

浪条件が厳しいことから，波浪による材料分離の抑制が期待できる粘性をもち，かつ混練性を

向上させる必要があった。また，ミキシングプラントへのベントナイトスラリーは土運搬船から投

入されるため，ベントナイトスラリーの粘性を上げる必要があった（図 3-133）。このため，ベント

ナイトの膨潤度は海水よりも真水の方が高く粘性の上昇が期待されること，また，事故直後の

第 1 期工事に比べ真水の確保が容易となったことから，配合試験に基づき第 1 期工事より真

水を増加する配合とした（表 3-21）。 
 

表 3-21 被覆材 A の配合 3)より引用 

 
 

 

図 3-133 海底土の被覆施工システム 3)より引用 

 
港口部を含む波浪条件の厳しいエリアが対象となる被覆材 B は，第 1 期工事に比べさらに

高い充填性，耐久性が要求される。また，大量急速施工のため，打設直後の耐波浪性を向上

させる初期強度の増加が必要である。 

第 1 期工事の配合実績から，ベントナイトやセメントを増加することで強度増加は見込めた

が，材料供給や品質確保の問題があったため，天然材料に由来する特殊添加材を開発して

流動性を確保しつつ，強度発現が速く材料分離を防止できる被覆材配合を選定した（表 3-22，

図 3-134）。 
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表 3-22 被覆材 B の配合 3)より引用 

 
 

 

図 3-134 第 1 期，第 2 期工事の被覆材 B の強度発現 

（養生日数と一軸圧縮強さ）3)より引用 

 
被覆材を打設するトレミー管筒先からの落下衝撃による海底土の巻き上がりの発生が想定

された。このため，第 2 期工事の施工では，筒先から落下する被覆材の鉛直力を水平方向に

分散させると同時に被覆材の材料分離をおさえつつ，被覆材 A，B それぞれの性状に合わせ

て被覆材を海底土上に広く均等に行き渡らせる筒先冶具（スプレッダー）を新規に開発し，被

覆材の打設を行った（図 3-135，図 3-136）。 

被覆材の打設に際しては，以下の事項が考慮された。 

・被覆材 A 及び B による 1 層目の打設は，被覆材を薄層で広範囲に早く港湾内全体を

被覆できる施工方法が必要。 

・被覆材 B は波浪及び経年劣化に対する耐久性を確保するため，被覆層厚 10cm 以上

を確保することが必要。 

上記の事項を満足するため，現場で様々な打設方法の試行を行い表 3-23 に示す打設方

法を確立した。 

施工状況を図 3-137，図 3-138 に示す。被覆層厚サンプリング結果からは，所定の層厚の

被覆土の完成が確認された（表 3-23）。 
  

 

 図 3-135 トレミー管筒先構造の工夫 3)より引用 
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図 3-136 筒先冶具（スプレッダー）の工夫 3)より引用 

 

 

図 3-137 施工状況（第 2 期工事）4)より引用 

 

 

図 3-138 施工状況（第 2 期工事）4)より引用 

 

 

被覆材 Bに使用したスプレッダー 被覆材Ａに使用したスプレッダー 
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表 3-23 被覆材の打設方法と被覆層厚サンプリング結果 3)を基に作成 
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(2) 構内排水路 

発電所敷地内の表流水を排水する主要な構内排水路は，図 3-139 に示す 5 系統（A～C

排水路，K 排水路，物揚場排水路）が設置され，物揚場排水路を除き排水口は港湾外に設置

されている。 
 

 

図 3-139 構内排水路図 1)より引用 

  
事故発生以降，排水口の水質分析結果では告示濃度を上回る放射性物質は検出されて

いないが，排水路には高線量エリアを経由する表流水が流入するとともに，排水路内の底部

には汚泥等が堆積していた。このため，敷地のフェーシングによる放射性物質の流出抑制，

排水路内，道路・側溝等の清掃による汚染源の除去対策が行われた（図 3-140，図 3-141）。 
 

 

図 3-140 汚染源の除去対策の例 2)より引用 
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図 3-141 汚染源の除去対策（清掃）の実施状況 2)より引用 

 

B・C 排水路はタンクエリアを縦断しているため，タンクから漏れた汚染水が排水路を経由し

て直接港湾外の海域に流出するトラブルが発生していた。 

発電所建屋近傍を暗渠で通過する K 排水路は，建屋や建屋周辺の汚染水が流入する可

能性があり，また，A 排水路は，上流側（O.P.+35m 盤）に設置されている多核種除去設備等か

ら汚染水が流入する可能性があるため，排水路は汚染水が港湾外の海域へ流出するリスク要

因となっていた。 

 このため，港湾外に位置する排水口（A 排水路，B・C 排水路，K 排水路）を港湾内に付替え

る工事が実施された（図 3-142）。 
 

 

図 3-142 排水路・排水口の付替えルート 1)より引用・一部改変 

A 排水路付替え 

K 排水路付替え 

B・C 排水

路付替え 
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各排水路付替えの概要は以下のとおりである。 

①A 排水路 

O.P.+35m 盤の流末部に立坑を設け，推進工法によるトンネルにより排水口を港湾内

に付替える（図 3-143）。 
 

  

図 3-143 Ａ排水路の対策 3),4)より引用・一部改変 

 

②B・C 排水路 

タンクの漏えいによる汚染水の海域への流出リスクの高い B・C 排水路については，排水

口の付替え，開渠部の暗渠化が行われた（図 3-144，図 3-145）。 

また，排水路に電動ゲートを設置して排水路モニタリングを開始し，万一，タンクからの漏

水が排水路に流入して放射能濃度が上昇した場合には，早期に検知して排水路内の水が

港湾内に流出しない対策（排水路ゲート弁設置等）が実施された（図 3-146）。 
 

 

図 3-144 B・C 排水路の対策（排水口の付替え）5)より引用 
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図 3-145 B・C 排水路の対策（H4 タンクエリア前の B 排水路暗渠化の例）6)より引用 

 

 

図 3-146 B・C 排水路の対策（排水路ゲート弁設置・電動化）5)より引用 

 

③K 排水路 

O.P.+10m 盤に立坑を設け，推進工法によるトンネルの設置と排水路を迂回させて港湾内

に排水口を付替える工事が実施された（図 3-147）。 

K 排水路については，除染や清掃等の進捗により 2014 年 12 月以降から排水口での濃

度の低減傾向は認められたものの，その他の排水路 （A，C，物揚場）に比べ濃度の高い

状態が継続していた（図 3-148）。 

K 排水路には，建屋の屋上や建屋周辺の道路等からの降雨が流入する枝排水路が接

続されており，汚染された表流水や屋上の降雨等が直接 K 排水路に流入する構造となって

いる（図 3-149～図 3-151）。このため，K 排水路や枝排水路には浄化材（ゼオライト土嚢）

を設置するとともに（図 3-152），施工が可能な屋根部についてはウレタン防水等の対策が

実施された。 
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図 3-147 K 排水路の対策 

 

 

図 3-148 排水口の放射能濃度 9)より引用 

 

 

図 3-149 K 排水路周辺建屋からの主な枝排水路 10)より引用 

写真④トンネル部（推進）の状況 7)より引用
 

Ｋ排水路付替えル－ト図 5)より引用・一部改変
 

写真② ×
写真④ 

写真③ 

写真① 

写真③排水路 8)より引用
 写真①付替え排水路 8)より引用

 写真②止水壁 8)より引用
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図 3-150 屋根からの降雨の流入の例 10)より引用 

 

 

図 3-151 道路部からの表流水の流入の例 10)より引用 

 

 

 

 図 3-152 K 排水路と枝排水路の浄化材設置状況 9)より引用 

K 排水路の浄化材設置 枝排水路の浄化材設置方法 

矩形部の浄化材設置例 円筒部の浄化材設置例 
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広域フェーシングの完成により降雨による敷地内の表流水は増加し，K 排水路及び B･C 排

水路への流入量が増加する。このため，K 排水路の流域となっている地下水バイパスエリア，

B･C 排水路の流域となっている西側エリアの表流水を新設排水路（北側ルート，南側ルート）

に導水する流域変更が検討されている（図 3-153，図 3-154，図 3-155）。 

 
 

 

図 3-153 新設水路の計画案 8)より引用 

 

 

図 3-154 新設排水路設置前の流域変更案 8)より引用 
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図 3-155 新設排水路設置後の流域変更案 8)より引用 
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 廃棄物関連対策 

(1) がれきの撤去（がれきの撤去に資する遠隔操作技術） 

(a) 構内道路 

(i) 目的 

1 号機から 4 号機までの原子炉建屋周囲の道路において，無人化施工により津波や爆

発で散乱したがれきの撤去を早急に進める。 

(ii) 概要 

事故から約 3 週間後の 2011 年 4 月 5 日には，発電所構内の旧事務本館付近で遠隔操

作システムの試運転を実施し，翌日から本格的に作業を開始して 11 月初旬までに作業

を完了した。 

遠隔操作は 2 種類のシステムから構成され，「システム 1」は自走式の遠隔操作室か

らバックホウ 2 台とクローラーダンプ 1 台を無線で操作し，「システム 2」は遠隔操作

室と中継局をケーブルで結び，中継局から無線でバックホウ 2 台とブルドーザー1 台，

クローラーダンプ 2 台を操作する（図 3-156，図 3-157）。 

1 日の作業は午前と午後の 2 班体制で実施し，防護服を着たオペレーターが遠隔操作

室で 3 時間ずつ作業を行う。 

 

 

図 3-156 システム概念図 1)より引用 
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図 3-157 無人化施工の状況 1)より引用・一部改変 

 

(iii) 特徴 

長時間の高放射線環境下では，重機を制御する半導体が壊れるため，万一，作動しな

くなると重機自体が障害物となる懸念があった。しかし，半導体などの耐放射線性や防

護対策を解決するための基準などは見当たらなかった。そこで，半導体の耐放射線性に

関する情報などから（例えば，対災害ロボティクス・タスクフォース 2）），γ線の累積線

量 が 100Sv（100,000mSv）程度で劣化することを目安とした。現場の線量を 20mSv／

h と見積もり作業時間を 4 時間とすると，1 日の重機の被ばく量は 80mSv となるた

め，短期間なら重機を防護しなくても問題ないと判断された。なお，遠隔操作室の周囲

には，オペレーターの保護（放射線からの遮へい）のため鉛毛マットを貼付した。 

(iv) 課題等 

・発電所構内では数十台の重機が無線で動いているため，混信を起こさないように周波数を

割り当てる調整作業が課題であった。現状は，各施工会社が独自にシステムを組んで対応

したが，複数の重機を使用する大規模災害に備え，重機を後から追加しても現場を止めず

に現場を拡大できるように接続仕様の標準化を進める必要がある。 

・オペレーターの確保に苦労したことから，経験者が未経験者を指導しながら遠隔操作を習

得させ人員を確保していく必要がある。 

 

(b) 3 号機建屋 

(i) 目的 

重機の遠隔操作の無人化施工により，3 号機原子炉建屋のがれき撤去や原子炉建屋の

付属建物の解体を行う。 

(ii) 概要 

2011 年 4 月に工事の大まかな方向性を定め，5～7 月の約 3 ヶ月間で準備が進められ

た。 

無人化施工のポイントは，施工計画に見合う重機 10 台の遠隔操作を可能にする通信

システムの構築であった。構築したシステムは，建屋から 500m ほど離れた免振重要棟

に遠隔操作室と現場に 4 つの通信基地局を設置して，その間を光ケーブルで接続するこ

バックホウでがれきを運び,クローラ―ダンプに積んだコンテナに載せる様子（右写真右下が移動式遠隔操作室） 



 

163 

とで，通信基地局を介して重機に操作信号を無線か有線で送信するシステムである。 

無線での遠隔操作は 429MHz 帯特定小電力無線を使用し，4 つの通信基地局のうち 2

つに取り付けた発信機から信号を送信した。重機が構台の上で稼働する際には，構台の

上に取り付けた別の発信機で送信する（図 3-158）。さらに，固定カメラからの映像デー

タの受信も行った。 

2011 年 9 月中旬には，3 号機原子炉建屋のがれき撤去や原子炉建屋の付属建物の解体

が，圧砕用アタッチメントを取り付けた 100t クラスの解体重機，ならびに 600t クロー

ラークレーンをはじめとする合計 10 台の遠隔操作により開始された。このうち 600t ク

ローラークレーン 2 台は，バケットなどを取り付けてがれき撤去に用いた他，建屋上部

で解体重機が作業する際に必要となる構台の設置に用いられた。解体重機は 100t クラ

スが 1 台，50t クラスが 3 台設置され，小割りにしたがれきは，2 台のバックホウ（バ

ケット容量 1.4m3）でクローラーダンプ 2台に積み込み保管場所へ運搬した（図 3-159）。 

2013 年 10 月に無人化施工による 3 号機原子炉建屋上部の撤去が終了し，同年 12 月

から使用済燃料プール内に飛散したがれきの撤去を開始した（図 3-160）。2014 年 4 月

からは，プールに落下した燃料取り出し機（数 10 体の燃料棒をプール内で輸送容器（キ

ャスク）に移動させるための設備）の撤去を 600t クレーン 2 台により開始した。 

 

 

図 3-158 がれき撤去と付属建屋解体イメージ 1)より引用 

 



 

164 

 

 
橋台の上に重機を上げてターン建屋の排気 

ダクトを解体した。 

 

 
3 号機原子炉建屋の南側などに落下したがれ 

きを撤去する様子  

図 3-159 施工状況 1)より引用 図 3-160 使用済燃料プール内のがれきの位置 3)より引用 

 

(iii) 特徴 

・3 号機は爆発の規模が他号機に比べて大きく周囲の放射線量も高かったため，有人

では，日当たり 30 分～1 時間程度の作業しかできない環境であった。無人化施工の

採用により，現場から離れた 5μSv／h 程度の低線量（防護服は不要）の操作室内

での作業となり長時間の作業が可能となった。 

・遠隔操作室と施工現場でやり取りする「操作」と「映像」の 2 系列のデータのうち，

特に重要な「映像」は，操作席からの眺めだけでなく対象物までの距離や重機の傾

き，周辺の状況などを把握するために複数の視点を設け，16 台の固定カメラと重機

1 台につき 3 台のカメラを搭載し，現場の状況をくまなく確認できるようにした。 

・映像を遅延なく送らなければ重機の操作に支障を来す懸念があった。そこで，操作

信号よりも通信量が圧倒的に多い映像データを重機の位置に関係なく安定して送

るため，出力や通信容量が大きい 5GHz 帯無線 LAN と，複数のアクセスポイント

が無線で通信し合いながらネットワークを構成するメッシュ型無線 LAN をそれぞ

れ採用した。システムの信頼性を確認するために都内の現場で実証試験を実施し，

2011 年 8 月から構内で準備を開始して翌月から本格的な撤去作業を開始した。 

・重機への放射線による影響は，照射試験による影響調査で必要な箇所を鉛で防護す

るなどの対策を施した。さらに，建屋周囲の構台上は放射線量が高く有人で給油す

るのが難しいことから，給油を無人化する装置を開発した。 

・過去の災害復旧では，バックホウによる単純な掘削作業などの土工事が多いのに対

し，本工事では，がれきの撤去や建屋の解体など「挟む」，「切る」といった複雑な

操作が求められた。このため，現場のより詳細な状況を操作室に伝えるため，映像

以外の重機内外の音をマイクで拾い，視覚以外の情報を操作室で聞き取れるように

した。 
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(iv) 課題等 

一般的に重機の確保にはクレーンで発注から約 1 年，解体用重機は約半年かかる。本

工事で必要な合計 10 台のうち，9 台は建機メーカー2 社が専用に製作して 3 ヶ月で確保

ができたが，大規模災害で多数の重機が同時に必要になる場合があることから，重機の

確保についての対策が今後必要となる。 

 

(c) 3 号機（搬送の自動化） 

(i) 目的 

3 号機原子炉建屋から搬出された高線量がれきを固体廃棄物貯蔵庫まで自動で搬送

し，遠隔操作により定置する。 

(ii) 概要 

3 号機のがれき撤去に伴い，2014 年 1 月末時点で表面線量率が 30mSv／h 未満のがれ

き合計 13,000m3，30mSv／h 以上の高線量がれき合計 875m3を搬出した 3)。 

がれきの搬送は作業員の被ばく線量の低減と作業効率の向上のため，約 30 分の搬送

時間を要する 3 号機から約 1km 離れた固体廃棄物貯蔵庫までを（図 3-161），クローラ

ーダンプ（全長 6m，幅 3.5m，重量 11t；図 3-162）による自動搬送で実施した。なお，

搬送経路の道路幅は最小 5m，カーブが 4 ヶ所，傾斜 15%の斜路がある。 

貯蔵庫前では，コンテナを定格荷重 8.5t のフォークリフト（幅 2.4m：図 3-163）に遠

隔操作で積み替える。フォークリフトは，コンテナを落とさないように後ろ向きにスロ

ープを下って貯蔵庫の地下に潜り，施設内で切り返して幅 5.8m の通路を正面を向いて

走行し，所定の位置へ到着させコンテナを定置して入口まで戻る。搬送時間は約 45 分，

距離は往復で約 800m である。 

一連の作業のうち積み込みや積み替え，積み下ろしは遠隔操作で行われたが，それ以

外の道路上と貯蔵庫内の搬送は「自動化」されている。2 台のダンプと 1 台のフォーク

リフトで，1 日（夜間）に最大 8 箱のコンテナが搬送された。 
 

 

図 3-161 3 号機で撤去した高線量がれきの搬送ルート 3)より引用 
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図 3-162 クローラーダンプ自動走行 

システム 3)より引用 

図 3-163 フォークリフト自動走行シス

テム 3)より引用 

 

(iii) 特徴 

・自動化の特徴は機械が自分で周囲の状況を判断し走行・停止すること，障害物を検

知して衝突を回避すること等である。 

・屋外を走るダンプは GPS や制御用コンピュータなどを搭載し，走行開始を指示す

ると，事前に設定しておいた経路を自分の位置情報と照らし合わせながら進む。進

路の凹凸や傾斜などの影響で設定したルートを一定以上外れると，旋回して方向を

修正し自ら元の経路に戻ることが可能である。 

・以前は約 30m 先を走る先導車から目視で遠隔操作していたが，高線量がれきの搬

送は夜間に限定されていたため，暗くてダンプが見えにくく操作に支障があったが，

被ばくする恐れがあるので近づけなかった。自動化により操作の必要がなくなり，

約 100m 先の先導車からカメラで監視するだけとなったため，被ばく線量を 1／10

程度に低減することができた。 

・フォークリフトは地下を走るため GPS が使えず，また，工場等で使う電磁誘導方

式の搬送車も信号線を埋設する工事が必要なため，貯蔵庫内で使用することはでき

ない。このため，位置・姿勢計測技術を適用して，車体の前後左右に合計 4 台のレ

ーザースキャナーを取り付け，周囲の壁面の形状を計測しながら，事前にインプッ

トした貯蔵庫内の配置図と形状を照合して，位置や姿勢を把握して走行するシステ

ムが採用された。 

・無人化では貯蔵庫内をカメラの映像だけを頼りに遠隔操作しなければならず，ミス

による事故や作業の遅れ等のリスクがあったが，自動化によって安全で効率の良い

走行が可能となった（図 3-164）。 
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図 3-164 自動走行のイメージ 3)より引用 

 
(d) オペレーションフロア 

(i) 目的 

遠隔操作によりオペレーションフロア（以下，「オペフロ」）上のがれきを撤去した後，

有人作業ができるようにオペフロ上に厚板鉄板等を敷設して放射線量の低減を図る。 

(ii) 概要 

がれき撤去工事は，オペフロ上の屋根トラス，RC 躯体，天井クレーンなどの大型が

れきに対して，600 トンクローラクレーンに性状に応じた解体アタッチメントを取り付

けて遠隔操作で行われた（図 3-165）。 
 

 

図 3-165 解体アタッチメント・解体重機 4)より引用 
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がれき撤去後，オペフロ床の損傷状況に応じて遠隔操作式除染装置を使い分け，オペ

フロ床を斫って削り取り，がれきを集めて集積・撤去し，さらに小さいがれきは吸引な

どにより取り除き放射線量の低減を図った（図 3-166）。なお，3 号機のオペフロでは，

使用済み燃料貯蔵プール（SFP）周囲のがれき撤去にあたって，がれきの飛来・落下を

防ぐために鋼製養生を設置した。 

 

 

図 3-166 除染機器 5)より引用 

 

遮へい工事に関しては，がれき撤去による除染完了後に有人作業が行える環境を整え

るため，遠隔操作によりオペフロ上を厚板鉄板等で覆った（図 3-167，図 3-168）。 

敷設にあたっては，オペフロ躯体の損傷状況に応じた許容耐力，オペフロ上の線量環

境，有人作業の有無でオペフロを工区分けし，各工区の要求遮へい性能を満たすように

遮へい体の種類や遮へい板厚を設計して施工を行った（図 3-168）。 
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(遮へい体の種類は図 3-168 を参照) 

図 3-167 遮へい体の設置状況（2016 年 12 月 12 日）4)より引用・一部改変 

 

 

図 3-168 遮へい体の種類と厚さ 5)より引用 

 

(iii) 特徴 

オペフロ上であることから，クレーンに取り付けたアタッチメントによりがれきの

解体・撤去が実施された。また，放射線量の低減のための斫りと吸引，厚板鉄板の敷

設などは遠隔操作で実施した。 
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(iv) 課題等 

作業が完了するまでに 30 か月以上の期間を要した。時間を要した最大の要因は，放

射線が“見えない，触れない，匂いもない”という人間が感じることができない物質

であるため，場所ごとの線量測定に時間を要し（図 3-169），γカメラによる測定も時

間がかかった（図 3-170）。測定時間短縮のため，リアルタイムで線量を測定できる技

術の開発が今後必要である。 

 

 

図 3-169 線量測定結果 4)より引用 

 

 

図 3-170 γカメラ撮影状況 4)より引用 
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(2) がれきの一時保管 

事故直後からの復旧工事等に伴い回収した金属，土砂，伐採木などのがれき類は，表

面線量率や材質（金属，土砂，伐採木，コンクリート等）によって可能な限り分別して

一時保管が行われた（表 3-24）。保管エリア，保管形態及び保管量（2018 年 10 月 31 日

現在）は図 3-171 に示すとおりで，事故直後から回収したがれき類は，敷地北側を中心

に野外集積が行われていたため，敷地境界の空間線量は高い状態が継続していた。この

ため，敷地境界の空間線量を 1mSv／y 以下にする様々な工夫が行われてきた。 

固体廃棄物の保管・管理については，「4. 固体廃棄物の合理的な安定保管・管理技術」

で情報の取りまとめを行っているが，本節では，保管形態のうち「覆土式一時保管」及

び「伐採木の一時保管」に関する情報の取りまとめを行った。 
 

表 3-24 がれき類の保管の考え方と一時保管方法 1)より引用 

 
 

 

図 3-171 がれき一時保管の概要 2)より引用 
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(a) 覆土式一時保管 

覆土式一時保管は，保管エリア A の仮設保管設備（がれき類保管テント，図 3-171）に保管

されていた線量率の高いがれき類（1mSv／h～30mSv／h）を対象として，覆土による遮へい

効果により敷地境界線量の低減を図るもので，約 4,000m3／槽の施設が 4 槽設置された。 

仮設保管設備から覆土式一時保管施設へのがれきの移送によりテント保管が解消され，敷

地北側境界線量は約 6.0mSv／y から約 0.1mSv／y に低減した 1)。 

覆土式一時保管施設は幅約 18m，長さ約 40m の規模（図 3-172）で，止水・遮へい構造の

詳細を図 3-173 に示す。 

沈下防止のためにトレンチ式に掘り込んだ底部を地盤改良し，底部からの汚染水の浸出を

防止するためのベントナイトシート，高密度ポリエチレン製遮水シート，その上にがれき類から

遮水シートを保護する改良保護土を設置した。 

上部は雨水の流入を防止する遮水シートとシートを保護する緩衝材や保護材（保護シート，

保護土），遮へいのための 1m 以上の厚さの遮へい材（覆土），さらに，最上部には台風などの

大雨に対する雨水等の流入，遮へい材（覆土）の洗掘防止を目的とした養生シートから構成さ

れている。 

降雨に対する対策は，底面に勾配を設けて集水するとともに，集水箇所に観測孔を設ける

ことで溜まり水の有無の確認と回収が行えるようにしている。また，万一，雨水が浸入した場合

にも，観測孔から溜まり水を回収して水位を地表面より低く保つことで，地表への流出が発生

しない構造とした。 

 

 

図 3-172 覆土式一時保管施設の完成状況 3)より引用 
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図 3-173 止水，遮へい構造の詳細 3)より引用・一部改変 

 
施工手順を図 3-174 に示す。作業員の被ばくを抑制し，かつ効率良く収容するため，あら

かじめテント式の保管施設内で無人化施工機械による減容化（高線量がれきの滅容化システ

ム）が行われた。また，保管施設への収容は，「無人化施工機械による高線量がれき収容シス

テム」を構築し，収容がれきの集積は重量物を底部に定置し，小さな金属類・コンクリートがれ

きは大きな金属類の空隙に充填させ，金属類の鋭利な面を底面・法面に向けて置かない等の

工夫が行われた（図 3-175）。 
 

 

図 3-174 覆土式一時保管の施工手順 4)より引用 
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図 3-175 無人化施工機械による施工 4)より引用 

 

(b) 伐採木の一時保管 

除染や造成工事等で発生した伐採木の一時保管は，屋外集積と一時保管槽で行われた。 

伐採木（幹，根）を積み上げて保管する屋外集積の状況を図 3-176 に示す。野外集積では，

積み上げ高さの制限，温度計や消防水槽の設置，散水による自然発火の防止対策が施され

た。 

  

 
防火水槽の設置                温度計等の設置 

図 3-176 伐採木の野外集積状況 5)より引用 

 

一時保管槽は，チップ化により減容化した伐採木（枝葉等）を対象とした施設で，擁壁等に

より保管庫を設置して，保護シート，遮水シートで覆う構造で覆土により遮へい機能を確保して

いる（図 3-177）。 

一時保管槽についても自然発火の防止のため，ガス抜き管を設置するとともに，保管槽内

部の温度・ガスの監視や防火水槽の設置等の対策が行われた（図 3-178）。 

 

無人化機械操作状況 高線量ガレキ収容状況 
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 一時保管槽の構造 6)より引用

              一時保管槽の設置状況 5)より引用
 

図 3-177 伐採木の一時保管槽 

 

 

図 3-178 伐採木の一時保管槽の状況 5)より引用 
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(3) 固体廃棄物貯蔵施設の敷地造成 

東京電力は，2029 年度下期までのがれき等の発生量を約 770,000m3（2018 年 3 月まで

の保管実績：約 430,000m3，2030 年 3 月までの発生予測：約 340,000m3）と予測して，

可能な限り焼却・減容処理した後，固体廃棄物貯蔵施設等へ保管し（図 3-179），2028 年

度までには，がれき等の屋外一時保管を解消することとしている 1)。 

固体廃棄物貯蔵施設は敷地北側（第二土捨場南側）に設置する計画で，敷地面積は約

20,000m2，切盛土量は約 350,000m3の大規模な敷地造成を行う 3)。 

敷地造成の計画や設計（土工事数量の把握等）は，縦・横断測量により従来は実施さ

れてきたが，造成エリアは広大で，かつエリア内には伐採木を仮置きしているため，従

来方法では時間を要し，これに伴う作業員の被ばく量も増加するといった課題があった。

このため，ドローンによる空中測量を活用した設計・施工が採用された（図 3-180）。 

 

 

図 3-179 固体廃棄物貯蔵施設の計画 

 

 

図 3-180 ドローンによる空中測量，設計，施工 3)より引用・一部改変 

 

敷地境界 

固体廃棄物貯蔵施設計画地点（第二土

捨場南側）1)より引用・一部改変
 

固体廃棄物貯蔵施設設置イメ－ジ 2)より引用・一部改変 

造成エリア全体写真（第二土捨場南側） CAD による造成完成図 造成状況 
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 固体廃棄物の合理的な安定保管・管理技術 

 対象廃棄物の分類 

(1) 福島第一原子力発電所事故で発生した廃棄物 

福島第一原子力発電所事故で発生した固体廃棄物は，IRID（技術研究組合 国際廃炉

研究開発機構）により図 4-1 のように整理された 1)。 

 

 

図 4-1 福島第一原子力発電所事故で発生した廃棄物 1)より引用 

 

(2) 安定保管・管理の対象廃棄物 

国は 2015 年の中長期ロードマップにおいて，「当面 10 年程度に発生する固体廃棄物

の物量予測を行い，固体廃棄物の発生抑制と減容を図った上で，一時保管エリアにおけ

る保管や遮へい・飛散抑制機能を備えた施設の計画的な導入，継続的なモニタリングに

よる適正な保管を前提とした保管管理計画を 2015 年度内に策定する」よう定めた 2）。 

これを受けて東京電力は「福島第一原子力発電所の固体廃棄物の保管管理計画（2016

年 3 月 31 日）」3）を策定した。保管管理計画は「年に 1 回発生量予測の見直しを行い，

適宜保管管理計画を更新する」との考えに基づき，2018 年末までに 2017 年 6 月 4)，2018

年 6 月に改定版 5）が作成された。 

 

保管管理計画 3）では，固体廃棄物を①～③に分類した。 

①がれき等（がれき類，伐採木，使用済保護衣等） 

②水処理二次廃棄物（吸着塔類，廃スラッジ，濃縮廃液） 

③放射性固体廃棄物（事故以前から発電所に保管廃棄されていたもの） 

ここで③については「ドラム缶に収納した固体廃棄物や給水加熱器等大型廃棄物は固

体廃棄物貯蔵庫において保管しており，また使用済制御棒等はサイトバンカ等において

保管している。いずれも事故前に設置した施設の中で保管しており，引き続き適切に管

理していく」との方針を示し，事故により新たに保管・管理が必要となった廃棄物（①，

②）とは区別して保管管理することとされた。 

また，将来発生する次の廃棄物は，保管管理計画 4）の発生量予測の対象外とされた。 
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・燃料デブリ（臨界等を考慮した管理が必要となるため）。 

・燃料デブリ取り出し時に発生する燃料デブリと区別可能な「がれき等」（燃料デブ

リ取り出し方針を踏まえて検討するため）。 

・その他，将来「がれき等」が発生することが予想される工事で，保管管理計画作成

時点で発生量予測に未計上の工事に伴う廃棄物（計画が具体化した段階で反映）。 

 

 がれき等の保管・管理 

 目的 

福島第一原子力発電所の安定化と廃炉工程の推進に伴い集積された「がれき等」を将

来の処理・処分まで安定的に保管管理するため，「がれき等」は放射性物質の拡散（飛

散，漏洩）と被ばく線量の抑制（隔離，遮へい）が可能な保管施設に収容する。また，

直ちに保管施設に収容できない場合は，まず一時保管施設に収容し，より一層のリスク

低減を目指して保管施設に集約して一時保管を解消していく。 

 

 概要 

(1) がれき等の種類 

保管管理計画 3）では，固体廃棄物のうち「がれき等」を「がれき類」，「伐採木」，「使

用済保護衣等」に分類した（表 4-1）。 

 

表 4-1 がれき等の種類 3)を基に作成 

 名称 対象物 備考 
がれき

等 
がれき類 地震，津波，水素爆発により発生したが

れき 
放射性物質によって汚染された資機材 
除染を目的に回収する土壌 等 

一時保管において，表

面線量率ごとに区分

する 

伐採木 整地等で伐採した木  

使用済保護

衣等 
カバーオール，下着類 等  

 

(2) がれき等の発生量と今後の発生予測 

(a) がれき類・伐採木・使用保護衣等の管理状況と保管量の推移 

廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議が毎月開催され，その場で東京電力から最

新の管理状況とこれまでの推移が報告された。 

2018 年 9 月 30 日時点での管理状況と保管量の推移 6）を表 4-2，図 4-2，図 4-3 に示

す。 
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表 4-2 がれき類・伐採木・使用保護衣等の管理状況（その 1）6)より引用 

 
 

  

図 4-2 がれき類・伐採木・使用保護衣等の管理状況（その 2）6)より引用 
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図 4-3 がれき類・伐採木・使用保護衣等の管理状況（その 3）6)より引用 

 

(b) 将来の発生予測 

がれき等の将来の発生量予測が保管管理計画に示された（図 4-4）。なお，がれき等の

発生予測には，表 4-3 に示す工事で発生が予測されるものも含まれている。 
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図 4-4 がれき類等の発生量予測 5)より引用・一部改変 
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表 4-3 がれき等の発生予測に含まれる工事 4)より引用 

 
 

2018 年 6 月時点では将来の発生量予測に未計上であるが，将来更なる「がれき等」が発

生することが予想される工事として以下の工事があげられた。これらについては，計画が

具体化され，当面 10 年程度に撤去される可能性となった段階で，順次将来の発生量予測

へ反映することとされた 4）。 

・原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋，コントロール建屋，廃棄物集中処理建

屋，共用プール，高温焼却炉建屋等の撤去（デブリ取り出し以降となり，当面 10 年以

降と考えられるため）。 

・多核種除去設備（ALPS）等使用中の水処理設備の撤去（現在使用されており，撤去は

当面 10 年以降となると考えられるため）。 

・溶接タンクの撤去（撤去時期が見通せないため）。 

・新事務本館や重要免震棟等は，今後も使用する建屋と考えられるため。 

・燃料デブリ取り出し時に発生する燃料デブリと区別可能な「がれき等」（「中長期ロー

ドマップ」に示された燃料デブリ取り出し方針を踏まえて検討するため）。 

 

(3) 保管・管理の方法 

(a) 保管・管理のフロー 

がれき等の種類に応じた保管施設を図 4-5 に，保管したがれき等の現状と今後の保管・

管理のフローを図 4-6 に示す。 

がれき類，伐採木はともに量が多いため，保管管理計画 4）において表面線量率が 30mSv

／h 超の「がれき類」は固体廃棄物貯蔵庫に収容するが，その他（30mSv／h 以下の「が

れき類」，「伐採木」及び「使用済保護衣等」）については，固体廃棄物貯蔵庫外の一時保管

エリアで保管することとされた。 
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なお一時保管エリアで保管しているものについては，より一層のリスク低減をめざして，

可能な限り減容した上で建屋内保管へ集約し，固体廃棄物貯蔵庫外の一時保管エリアを解

消していく方針も併せて示された。 
 

 

図 4-5 がれき等の種類と保管施設 4)より引用 

 

 

図 4-6 保管したがれき等の現状と今後の保管・管理のフロー4)より引用 
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(b) 一時保管 

がれき等の一時保管施設とその適用を以下に示す。 

(i) 一時保管施設 

一時保管施設の概要を表 4-4～表 4-6，図 4-7 に示す。なお，表 4-4～表 4-6 は，2015

年 12 月に東京電力が原子力規制委員会に報告した資料 6）を取りまとめたものである。 
 

表 4-4 がれき・伐採木等の一時保管の概要（その１）7)を基に作成 

一時保管

の形態 
概要 施設イメージ 

屋外集積 

【保管物：表面線量率 0.1mSvh 以下のが

れき類】 

○廃棄物量低減を目的に，以下の再利用

を実施中 

・表面線量率の低いコンクリートガラ

※を破砕 

・破砕したコンクリートガラは，表面線

量率がバックグラウンド線量率相当

（5μSv/h 程度）であることを確認後，

発電所構内にて一時保管エリアの路

盤材等に再利用中（約 1,900 ㎥） 

※タンク撤去工事等に伴い発生したコ

ンクリートガラ（主に基礎部）や工事

で未使用の残コンンクリートなど 

○今後，可能な限り可燃物は焼却，金属・

コンクリートは減容処理し，固体廃棄

物貯蔵庫に保管 

 

 
 

 
 

 

屋 外 シ ー

ト養生 

【保管物：表面線量率 1mSv/h 以下のが

れき類】 

○放射性物質の飛散抑制対策としてシ

ート養生にて一時保管 

○更なる放射性物質飛散リスク低減の

ため，容器への収納を進めている。 

○雨水によるがれき類に付着した放射

性物質の拡散リスクの有無を確認す

るため，代表する一時保管エリア内で

の雨水の放射性物質濃度の分析を実

施 

○今後，可能な限り可燃物は焼却，金属・

コンクリートは減容処理し，固体廃棄

物貯蔵庫に保管 
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表 4-5 がれき・伐採木等の一時保管の概要（その 2）7)を基に作成 

屋 外 容 器

収納 

【保管物：表面線量率 10mSv/h 以下のが

れき類，汚染水処理設備等で発生するフ

ィルタ類】 

○放射性物質の飛散抑制対策として金属

製容器に収納して一時保管 

○エリア E2 では，主に汚染水処理設備等

で発生するフィルタ類を一時保管 

 

 

 
 

 

仮 設 保 管

設備・覆土

式 一 時 保

管施設 

【保管物：表面線量率が 30mSv/h 以下か

つ，１～４号機建屋内または建屋周辺で

発生した建屋がれき，汚染水処理設備等

で発生するフィルタ類】 

○表面線量率が 30mSv/h 以下かつ，1～4
号機建屋内または建屋周辺で発生した

建屋がれき（コンクリートガラ，金属ガ

ラ等の不燃物）は，覆土式一時保管施設

（エリアＬ）に一時保管 

• 覆土，シートを取り除くことでがれき

類の取り出しが可能 

• 遮へい用覆土により，がれき類による

放射線影響を低減し放射性物質の飛散

を抑制 

• 遮水シートを底面，法面，上部に施すこ

とにより雨水等の浸入と地下水汚染を

防止 

○覆土式一時保管施設収納前は，仮設保

管設備（エリア A1・A2）で集積 

〇仮設保管設備内の放射性物質が外部へ

拡散することを防止するため，屋根シ

ートの点検を実施中，また床面にコン

クリート敷設を計画 
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表 4-6 がれき・伐採木等の一時保管の概要（その 3）7)を基に作成 

固体廃棄

物貯蔵庫 

【保管物：表面線量率 30mSv/h を超え

るがれき類，水処理で発生する線量率の

低い樹脂・フィルタ類】 

容器ごとに，内容物の材質（金属ガラ，

コンクリート・アスファルトガラ，土砂，

可燃・難燃物）の把握 

 
 

 
第 9 棟完成イメージ図 

伐採木一

時保管槽 

【保管物：減容した伐採木（枝葉根）】 

○設置目的 

・火災発生リスクへの対処 

・新たに放出される放射性物質及び事

故後に発生した放射性廃棄物からの

放射線による敷地境界実効線量１

mSv/年未満達成のための線量低減対

策 

○覆土による遮へい機能を有する一時

保管槽で，擁壁等を設置し，減容した

伐採木（枝葉根）を収納して保護シー

ト，覆土，遮水シートで覆う構造 

〇発火の未然防止のため，以下のように

配慮 

・保管槽内部の温度・ガス傾向監視 

・酸素を遮断する構造 

〇遮へいのため保管槽上部を覆土構造 
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（＊）瓦礫類保管エリア：A～F、J、L、N～Q、U、W 

伐採木保管エリア：G～I、M、R～T、V 

図 4-7 一時保管施設の位置 6)より引用・一部改変 

 

(ii) 施設の運用 

保管管理計画（2018 年 6 月 28 日）5）において，固体廃棄物貯蔵庫外の一時保管エリア

における管理方針が以下のように示された。 

・関係者以外がむやみに立ち入らないよう柵やロープ等により区画する。 

・空間線量率を週 1 回測定し，測定結果は作業員への注意喚起のため一時保管エリアに

表示する。 

（＊） 
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・空気中の放射性物質濃度を 6 ヶ月に１回測定する。ただし，屋外集積及び屋外シート

養生のがれき類，屋外集積の伐採木及び使用済保護衣等は 3 ヶ月に 1 回測定する。 

・人が常時立入る場所は必要に応じ遮へいする。 

・週 1 回，一時保管エリアを巡視するとともに，一時保管エリアへの保管物の出入りに

応じて定期的に保管量を確認する。 

・今後計画されている工事から発生するがれき量を予測し，一時保管エリアの充足性を

確認する。不足する場合は，計画的に一時保管エリアを追設して保管容量を確保する。 

・「がれき等」を一時保管エリアに受け入れる際には，当該「がれき等」に関する情報を

記録することにより，工事件名／発生場所／表面線量率等を確認できるようにする。 
 
また，保管管理計画（2016 年 3 月 31 日）3）において，「表面線量率が極めて低い*4金

属・コンクリートやフランジタンクの解体タンク片等」及び「汚染土」について以下の

方針が示された。 

・表面線量率が極めて低い金属・コンクリートやフランジタンクの解体タンク片等につ

いては，固体廃棄物貯蔵庫外の一時保管を当面継続し，処理方法や再利用・再使用を

検討して一時保管エリアを解消していく。 

・汚染土については，作業開始時に汚染除去のための掘削深さが把握できる。このため，

発生量に応じて臨機応変に対応できる一時保管施設を設置し保管する。保管はコンテ

ナ方式を前提として，風雨の影響を受けにくい状態で保管して汚染土の飛散及び流出

を防止する。 

 

(c) 保管のための施設 

保管管理計画（2018 年 6 月 28 日）5）における 2018 年 6 月時点の状況を以下に示す。 

・作業員や公衆の被ばく低減及び安定化作業の安全確保のため，固体廃棄物を適切に管

理することを目的とした保管施設を設置する。 

・固体廃棄物を保管するために，既存の固体廃棄物貯蔵庫（1～9 棟），サイトバンカ，

共用プール，使用済セシウム吸着塔一時保管施設，廃スラッジ貯蔵施設，濃縮廃液貯

槽に加えて，合計約 140,000 ㎥ を保管できる複数の増設固体廃棄物貯蔵庫，大型廃棄

物保管庫，汚染土を保管できる汚染土専用貯蔵庫を設置する。 

・当面 10 年程度の発生量予測を踏まえ，今後，遮へい・飛散抑制機能を備えた施設を

導入し，継続的なモニタリングにより適正に保管する。 

(i) 運用を開始した施設 

1) 固体廃棄物貯蔵庫第 9 棟（2018 年 2 月運用開始） 

固体廃棄物貯蔵庫第 9 棟は，作業員や公衆の被ばくの低減及び安定化作業の安全確保

のために，放射性固体廃棄物や事故後に発生したがれき等を適切に管理することを目的

として設置された。運用開始後は，巡視等のモニタリングを行っていくこととされた。 

                                                      
*4表面線量率が 0.005mSv/h 未満であるがれき類。0.005mSv/h は，年間 2000 時間作業した時の被ばく線量が

線量限度 5 年 100mSv となる 1 時間値（0.01mSv/h）の半分で，敷地内除染の目標線量値と同値。 
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(ii) 2018 年度時点で計画中の施設 

1) 増設固体廃棄物貯蔵庫 

固体廃棄物貯蔵庫は，屋外に集積したがれき類，伐採木，使用済保護衣等を減容処理

設備にて減容したもの，または，雑固体廃棄物焼却設備や増設雑固体廃棄物焼却設備に

て焼却したもの等を受け入れる施設で，既存の固体廃棄物貯蔵庫及び固体廃棄物貯蔵庫

第 9 棟の保管容量を踏まえ，順次，固体廃棄物貯蔵庫を増設する。 

増設する固体廃棄物貯蔵庫の貯蔵容量は，当面 10 年程度の発生量予測を行い，可能

な限り減容処理することを前提にその物量に見合った容量で計画する。現段階では，合

計約 140,000 ㎥の固体廃棄物を保管できる容量とする。なお，棟数や貯蔵容量について

は，今後の廃炉作業の進捗状況やがれき等の発生量予測の見直し等を適宜反映する。 

また，固体廃棄物貯蔵庫第 1～9 棟と同様，固体廃棄物からの放射線に対し，作業者等

を被ばくから保護するとともに，遮へい機能を有する構造として敷地周辺の線量を低減

させる。運用開始後は，巡視等によりモニタリングを行う。 

2) 汚染土専用貯蔵庫（2020 年度設置予定） 

汚染土については，屋内保管となる汚染土専用貯蔵庫に保管する。なお 1mSv／h を超

える汚染土は固体廃棄物貯蔵庫へ保管する。 

 

(d) 安定保管・管理における対象物の処理施設 

保管管理計画（2018 年 6 月 28 日）5）では，作業員と公衆の被ばく低減及び安定化作業

の安全確保のため，固体廃棄物の安定保管・管理の段階における処理として，破砕・切断・

焼却等を行う減容設備を設置する計画である。2018 年 6 月時点の減容設備の状況を以下に

示す。 
 

(i) 運用を開始した施設及び建設中の施設 

1) 雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備 

雑固体廃棄物焼却設備（処理容量 0.3t／h×2 系列，2016 年 3 月運用開始）及び増設雑

固体廃棄物焼却設備（処理容量 95t／h，建設中）は，使用済保護衣等，伐採木及びがれ

き類中の可燃物（木材・梱包材・紙等）を焼却処理するための施設で，前者は主に使用

済保護衣等を，後者は主に伐採木，がれき類中の可燃物及び廃油を担当することとされ

た。 

焼却処理により発生する焼却灰は，固体廃棄物貯蔵庫などの遮へい機能を有する施設

等に保管することとされた。 
 

(ii) 2018 年度時点で計画中の施設 

1) 焼却炉前処理設備 

焼却対象物を事前に破砕することを目的とし，建屋内に破砕設備，換気空調設備，モ

ニタリング設備等を設置する計画とされた。 

2) 減容処理設備 

減容処理設備は，固体廃棄物のうち不燃物である金属がれき，コンクリートがれき等
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を減容処理することを目的として計画された。建屋内に金属がれき切断設備，コンクリ

ートがれき破砕設備，換気空調設備，モニタリング設備等を設置し，汚染区域の換気は

フィルターを通して放射性物質を十分低い濃度になるまで除去した後，排気する計画と

された。 

減容処理後の金属がれき及びコンクリートがれき等は，容器に収容した後に固体廃棄

物貯蔵庫などの遮へい機能を有する施設等に保管する計画とされた。 

減容処理設備における処理フローイメージを図 4-8 に示す。 

 

 

図 4-8 減容処理設備における処理フローイメージ 8)より引用 

 

 特徴，工夫・効果 

がれき等の一時保管施設，保管施設及び安定保管・管理における対象物の処理において，

土木的な特徴・工夫とその効果を以下に示す。 
 

(1) 廃棄物の保管方法に関する事項 

廃棄物の保管においては，以下の方針で対応が進められた 5）。 

(a) 廃棄物の分類 

将来，廃棄物を合理的に処理処分するためには，廃棄物の性状（材質，汚染状況等）の

把握と分別が必要となる。このため，がれき等の保管（または一時保管）を受け入れるに

あたり，工事件名・発生場所・表面線量率等の記録を残すとともに，がれき類・伐採木・

使用済保護衣等を分別のうえ，がれき類については放射線量率によっても区分して保管す

る。 

これらにより，保管時の発熱やガス発生等の様々な懸念事象への備え，さらに遮へいや

飛散防止による放射線影響の抑止が合理的に行えるようになった。 

 

(b) 減容・安定化における廃棄物データの取得 

保管エリア不足に備えるため，雑固体廃棄物焼却設備や減容処理設備において減容処理

を行うが，その処理を行う際には，以後の処理・処分の際に利用できるようにバッチ毎に

放射性物質濃度データを取得する。 
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(c) 再利用の検討 

表面線量率が極めて低い金属・コンクリートやフランジタンクの解体タンク片等につい

ては，再利用・再使用について検討を行い，廃棄物として処分する量を減らす計画とする。 

 

(2) がれき類の一時保管場所の津波に対する安全対策 

東京電力は 2013 年 8 月に認可された実施計画 9）において，切迫性が高いとされる津波

に対する評価結果 9）（「2.4 津波対策」を参照）を反映した対策を提示した。がれき類の一

時保管については，一部のエリア（エリア E2，図 4-7 のエリア E の一部で O.P.+12m）を

除き，津波の最大到達高さ O.P.+14m 程度を上回る場所に設置した。なお，エリア E2 につ

いては，津波が遡上しないことを解析により確認している 10)。 

 

(3) 覆土式一時保管施設における工夫 

覆土式一時保管施設（図 4-9）においては，以下の工夫が行われた 6），9）。 

・底面に勾配を設けて集水するとともに，集水箇所に観測孔を設けることで，溜まり水

の有無の確認と回収が行えるようにした。 

・万一，雨水が浸入した場合でも，観測孔から回収して水位を地表面より低く保つこと

で，地表への流出が発生しない構造とした。 

・底部からの漏洩が発生しにくいように，底部には放射線への耐性をも含めて耐久性を

確認した遮水シートとベントナイトシートを重ね，さらに遮へいと遮水シートを保護

するための覆土を設けた。 

 

 

図 4-9 覆土式一時保管施設（がれき類）11)より引用・一部改変 

 

(4) 伐採木一時保管槽における工夫 

伐採木一時保管槽は覆土により遮へい機能を有するものとし，擁壁等の設置後，減容し

た伐採木（枝葉根等）を収納して保護シート，覆土及び遮水シートで覆う構造とした（図 

4-10）。また，発火の未然防止のため，以下の配慮が行われた。 

・保管槽内部の温度・ガス傾向監視 

・酸素を遮断する構造の採用 

 

養生シ－ト 雨水等の流入，洗掘の防止 
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図 4-10 伐採木一時保管槽 7)より引用 

 

(5) 可燃性廃棄物の火災対策 

人為的な火災や伐採木屋外集積エリアでの枝葉根が自然発火することによる火災に備

え，火災発生防止，早期検知・延焼防止及び消火活動訓練等の対策が行われた 12)，13)。 

このうち，土木的な対策は以下のとおりである。 

・防災帯の設置（原子力安全基盤機構（2012）12）を参考に防火帯幅を決定，図 4-11） 

・防火水槽・防火水タンクの設置 
 

 

図 4-11 防火帯の例 13)より引用 

(6) モニタリング 

覆土式一時保管施設は，前項 ((3)覆土式一時保管施設における工夫)で示したように汚

染物質の漏洩を防止する構造とされているが，モニタリングにより漏洩の有無を確認する

計画とされた（図 4-12）。 
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モニタリングは，溜まり水を確認することにより覆土の損傷を検知し，万一，損傷（遮

へい材の崩落，シートの破れ等）した場合は，損傷の程度に応じて遮へいの追加，施設の

修復やがれき類の取り出しを行う計画とされた 11）。 

 

 

図 4-12 モニタリングによる施設健全性の確認例 11)より引用 

 

 課題等 

2018 年時点での状況を踏まえた課題等を以下に示す。 

①最終的な処理・処分の検討 

最終的な処理・処分については今後の検討が必要である。 

②保管管理計画対象外の廃棄物の対策の検討 

将来発生する以下の廃棄物は，現時点では保管管理計画の対象外とされているため，

今後の検討が必要である。 

・燃料デブリ（臨界等を考慮した管理が必要となるため）。 

・燃料デブリ取り出し時に発生する，燃料デブリと区別可能な「がれき等」（燃料デブ

リ取り出し方針を踏まえて検討するため）。 

・将来「がれき等」が発生することが予想される工事で，現時点で発生量予測に未計

上の工事（計画が具体化した段階で反映するため）。 

③再利用・再使用の検討 

廃棄物量の削減を目指して，表面線量率が極めて低い金属・コンクリートや解体タン

ク片等について再利用・再使用方法の検討が必要である。なお，保管管理計画 4）におい

ては，「検討の進捗に応じて保管管理計画に反映する」との方針が示された。 
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 水処理二次廃棄物の保管・管理 

 目的 

「水処理二次廃棄物」を将来の処理・処分までの期間に亘り安定的に保管管理するため，

保管設備の経年劣化や放射性物質の飛散・漏えい，可燃性ガスの発生等のリスクに十分配

慮した管理を行う。 

 

 概要 

(1) 水処理二次廃棄物の種類 

保管管理計画 4），5）では，「水処理二次廃棄物」を「吸着塔類」，「廃スラッジ（除染装置

スラッジ）」，「濃縮廃液スラリー」に分類した（表 4-7）。 
 

表 4-7 水処理二次廃棄物の種類 4)，5)を基に作成 

 名称 対象物 備考 

水処理

二次廃

棄物 

吸着塔類 現在の建屋内滞留水等の汚染

水処理に伴って発生する廃棄

物，吸着材のほか，スラリー，

モバイル式処理装置のフィル

タ類などが含まれる 

モバイル式処理装置のもの以外

のフィルタ類は保管容器に収納

後，固体廃棄物貯蔵庫，仮設保管

設備，がれき類一時保管エリアに

保管する 

廃スラッジ

（除染装置

スラッジ） 

除染装置（AREVA）の運転に伴

って発生した凝集沈殿物 

同装置の処理運転予定はなく，廃

棄物の発生予定はない 

濃縮廃液ス

ラリー 

炉心注水用の淡水を生成する

際に発生した濃縮塩水を蒸発

濃縮装置でさらに濃縮減容し

た廃液中の固形分 

 
(2) 水処理二次廃棄物の発生量と今後の発生予測 

(a) 水処理二次廃棄物の管理状況とそれまでの保管量の推移 

第 59 回 廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議（2018 年 10 月 25 日）において，東

京電力は，当時の管理状況と当時までの推移を報告している 6)。 

2018 年 10 月 4 日時点での管理状況と保管量の推移を表 4-8，図 4-13 に示す。 
 

表 4-8 水処理二次廃棄物の管理状況（その 1）6)より引用 
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図 4-13 水処理二次廃棄物の管理状況（その 2）6)より引用 

 

(b) 将来の発生量予測 

東京電力は「福島第一原子力発電所の固体廃棄物の保管管理計画（2018 年 6 月 28 日）

5）」で，今後処理が必要となる汚染水量の想定から必要な水処理設備の稼働を予測し，将

来発生する吸着塔類の発生量を想定している（図 4-14）。なお，廃スラッジ（除染装置ス

ラッジ）と濃縮廃液スラリーについては，今後の発生量が予測できないため予測の対象

外とし，将来安定化処理技術開発の進捗に伴って安定化処理後の物量や保管形態の見通

しを得た段階で，保管形態に応じて発生量予測へ反映としている。 
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図 4-14 水処理二次廃棄物等の発生量予測 5)より引用・一部改変 
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(3) 保管・管理の方法 

(a) 保管・管理のフロー 

保管管理計画（2018 年 6 月 28 日）5）では，がれき類と同様に水処理二次廃棄物につ

いても，遮へい・飛散抑制機能を備えた施設における「保管」とそれに至るまでの「一

時保管」に分けて考え，以下の方針が示された（図 4-15）。 

・水処理二次廃棄物は，「吸着塔類」が使用済吸着塔一時保管施設内のラック，また

はボックスカルバートで一時保管を行う。 

・「廃スラッジ（除染装置スラッジ）」は，震災前から設置されていたプロセス主建屋

の地下にある廃スラッジ貯蔵施設，「濃縮廃液スラリー」はタンクでそれぞれの一

時保管を行う。 

・いずれの水処理二次廃棄物も建屋内への保管に移行し，一時保管エリアを解消して

いく方針とするが，建屋内への保管に移行する段階で処理方策等を今後検討してい

く。 

 

 

図 4-15 水処理二次廃棄物の保管・管理フロー5)より引用・一部改変 

 

(b) 一時保管 

水処理二次廃棄物の一時保管は，以下のように行うこととされた 3）,5）。 

①吸着塔類 

吸着塔類は屋外のラック，またはボックスカルバートにて保管する。 

・保管量と保管可能容量を週 1 回確認し，必要に応じて保管施設を増設する。 

・一時保管エリアの巡視を実施し，異常の有無を確認する。 

・一時保管エリア内のサーベイやスミア測定により漏えいの発生・拡大の無いこと
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を確認する。 

②廃スラッジ（除染装置スラッジ） 

廃スラッジ（除染装置スラッジ）は，プロセス主建屋の地下の貯蔵施設に保管し，

液位の測定により漏えいの有無を遠隔にて有人監視する。 

③濃縮廃液スラリー 

濃縮廃液スラリーは，屋外のタンクに保管する。 

・液位の測定により漏えいの有無を遠隔にて有人監視する。 

・タンクからの漏えいを早期検知するため，タンク設置エリアに設置したカメラで

監視するとともに，巡視点検にて漏えいの有無を確認する。 

 

(c) 保管 

水処理二次廃棄物は，遮へい・漏洩防止対策などで放射線影響の低減を図り，建屋内

への保管を進める計画とされた 4）。 

①吸着塔類 

・吸着塔類は，大型保管庫等の建屋内への保管に移行する。 

・セシウム吸着装置(KURION)，第二セシウム吸着装置(SARRY)，多核種除去設備

（ALPS）等より発生する放射性廃棄物については，2019 年度に設置予定の大型

保管庫に収納する計画を進める。 

②廃スラッジ（除染装置スラッジ） 

廃スラッジ（除染装置スラッジ）は，津波による漏洩リスク低減のため，2020 年度

から現在の保管場所であるプロセス主建屋内の貯槽から抜き出して容器に充填し，高

台の既存廃スラッジ一時保管施設に移送することとして，今後設備の具体化を進める。 

③濃縮廃液スラリー 

濃縮廃液スラリーについては，堰・遮へい・屋根付きエリア（濃縮廃液貯槽）での

タンク保管を進める。 

 

 特徴，工夫・効果 

水処理二次廃棄物（吸着塔類）の一時保管，保管のための施設及び安定保管管理にお

ける対象物の処理において，土木的な特徴・工夫を以下に示す 5），14）。 

・追加遮へいが必要な吸着塔は，ボックスカルバートに保管する。 

・水分が主体の廃棄物を収納した場合、漏洩の可能性のある HIC 容器*5は水密ボック

スカルバートに保管する。 

・から漏えいが発生した場合でも外部へ流出させないように，ボックスカルバートの

側板と底板を一体で製作し，底部内面に防水塗装を施す（図 4-16，図 4-17）。 

  

                                                      
*5HIC 容器:トリチウム以外の放射性物質を除去する多核種除去設備（ALPS）で浄化処理する際に発生 
 する泥状の廃棄物を収納するポリエチレン製の保管容器 15) 
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図 4-16 水処理二次廃棄物一時保管施設の概要 14)より引用 

 

 

図 4-17 水処理二次廃棄物一時保管施設の漏えい防止策 14)より引用 

 

 課題等 

2018 年時点での状況を踏まえた課題等を以下に示す。 

(1) 水処理二次廃棄物一時保管のリスク低減 

今後の安定保管に向けて，以下の対策が計画されている。 

①多核種除去設備の沈殿生成物（スラリー） 
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水分が主体であるスラリーは，漏えいし難い容器で一時保管するなどの対策を講

じているが，漏えい等のリスクがある。リスク低減のため，2020 年度から安定化

処理（脱水）設備の具体化を進める必要がある。 

②廃スラッジ（除染装置スラッジ） 

廃スラッジ（除染装置スラッジ）については，抜き出し装置と容器の設計・製作

などの設備の具体化を進め，2020 年度から現在の保管場所である建屋内の貯槽か

ら抜き出して，容器に充填して高台へ移送する。 

 

(2) 保管施設への移行による放射線影響の低減 

一時保管施設での保管から適切な遮へいを施した保管施設での保管に移行して放射

線影響の低減を図る。 

今後，定期的に発生量実績を評価した上で保管容量の充足性を確認しつつ，減容設備・

保管施設を増設して，固体廃棄物貯蔵庫外の一時保管エリアの解消を図る。 

 

(3) 処理・処分方策の検討 

水処理二次廃棄物の安定保管のために，保管中の経年劣化も考慮して，保管容器の変

更や廃棄物の処理によって水分を除去するなどの処理方策を検討する。 

また，水処理二次廃棄物の放射性廃棄物としての処理・処分については，以下の項目

を計画する。 

・今後の処理・処分方法の検討に資するため，廃棄物の汚染由来を考慮して代表的な

採取・分析を行い，インベントリを評価する。 

・今後の処理方策等の検討結果を踏まえ，保管の際の記録方法等をまとめる。 

 

(4) モニタリングの検討 

今後の処理方策の検討も踏まえ，保管施設のモニタリング方法や設備構成等の検討が

必要である。 
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https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/decommissioning/committee/osensuitaisakutea  

m/2016/pdf/0331_3_4d.pdf，2018 年 12 月 10 日掲載確認 

4)東京電力（2017）：東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の固体廃棄 

物の保管管理計画 2017 年 6 月版，2017 年 6 月 29 日， 

https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/decommissioning/committee/osensuitaisakutea 

m/2017/06/3-04-05.pdf，2018 年 12 月 10 日掲載確認 

5)東京電力（2018）：東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の固体廃棄 

物の保管管理計画 2018 年 6 月版，2018 年 6 月 28 日， 

https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/decommissioning/committee/osensuitaisakuteam/

2018/07/3-4-4.pdf，2018 年 12 月 10 日掲載確認 

6)東京電力（2018）：放射性廃棄物の処理・処分，廃炉・汚染水対策チーム会合/事務局 

会議（第 59 回）資料 3-4，平成 30 年 10 月 25 日， 

https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/decommissioning/committee/ 

osensuitaisakuteam/2018/11/181025-3-4-2.pdf，2018 年 12 月 10 日掲載確認 

7)東京電力（2015）：瓦礫等及び水処理二次廃棄物の保管・管理状況，原子力規制委員会， 

特定原子力施設放射性廃棄物規制検討会（第 1 回）資料 3-1，2015 年 12 月 4日， 

https://www.nra.go.jp/data/000132079.pdf，2018 年 12 月 10 日掲載確認 

8)東京電力（2016）：福島第一原子力発電所廃棄物関連設備及び施設の新・増設につい 

て，第 46 回（平成 28 年度第 5 回）廃炉安全監視協議会及び平成 28 年度第 1 回福島

県原子力発電所安全確保技術検討会，添付 2，平成 28 年 9 月 1 日， 

https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/181922.pdf，2018 年 12 月 10 日掲 

載確認 

9)東京電力（2013）：福島第一原子力発電所，特定原子力施設に係る実施計画，2013 年 

8 月 14 日， 

https://www.tepco.co.jp/cc/press/betu13_j/images/130812j0201.pdf，2018 年 12 月 10 日掲 

載確認 

10)東京電力（2012）：福島第一・福島第二原子力発電所におけるアウターライズ津波対 

策，平成 24 年 4 月 27 日，原子力安全・保安院，地震・津波に関する意見聴取会（津
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波関係）， 

https://www.da.nsr.go.jp/file/NR000023498/000143469.pdf，2018 年 12 月 10 日掲載確認 

11)東京電力（2013）：福島第一原子力発電所覆土式一時保管施設の増設について，平成 

25 年 12 月 11 日， 

http://www.tepco.co.jp/news/2013/images/131211c.pdf，2018 年 12 月 10 日掲載確認 

12)原子力安全基盤機構（2012）： 福島第一原子力発電所への林野火災に関する影響評 

価，JNES-RC-2012-2，2012 年 6 月 

13)東京電力（2018）：可燃性廃棄物の追加火災対策の進捗状況について，原子力規制委 

員会，特定原子力施設放射性廃棄物規制検討会（第 7 回）資料 3，2018 年 7 月 23， 

https://www.nra.go.jp/data/000240023.pdf，2018 年 12 月 10 日掲載確認 

14)東京電力（2014）：使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）の設置について， 

原子力規制員会，特定原子力施設監視・評価委員会（第 21 回） 参考 5，平成 26 年

5 月 2 日， 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11451236/www.nsr.go.jp/data/000051083.pdf，2018

年 12 月 10 日掲載確認 

15)経済産業省 資源エネルギー庁(2020）：汚染水処理で発生する廃棄物「スラリー」と

は？なぜ発生する？どのように保管されている？，2020 年 6 月 19 日， 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/osensuitaisaku_slurry.html，2023 年 

4 月 19 日掲載確認 
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 技術提案の公募 

汚染水処理対策については，技術研究組合 国際廃炉研究開発機構及び経済産業省 資

源エネルギー庁で技術提案の公募が行われた。 

 

 国際廃炉研究開発機構の公募 

2013 年 9 月 10 日に開催された第 1 回「廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議 1)」

において，汚染水問題への具体的な対応を図るため国内外の叡智を結集するチームを立

ち上げ，広く対応策を募集し，寄せられた対応策について「汚染水処理対策委員会」を

中心に精査していくことが決定された。 

これを受けて，国際廃炉研究開発機構（以下，「IRID」）を中心として 2013 年 9 月 25

日から表 5-1 に示す 6 分野についての技術提案の募集が行われ，国内外から 769 件の

提案があった。 

土木学会ではこの技術提案の募集に対応すべく，地盤工学，構造工学等の関係する専

門分野を代表する技術者・研究者を集めた「福島第一原子力発電所 汚染水への対応に

関する検討委員会」及びその下に技術的検討を行うタスクフォースを設置して，今後の

廃炉に至るまでの中長期的視点に立った対策，また，現行計画よりさらに広域を対象と

した対応策等の検討を行い表 5-2 に示す 19 項目の提案を行った。 

 

表 5-1 国内外からの技術提案 2)より引用 
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表 5-2 土木学会の技術提案 2)を基に作成 

 

 

技術提案については，IRID に設置された国内外の 8 名の専門家によるレビュー会議

において，6 分野ごとに 

①福島第一原子力発電所と同様の環境下において実用化の実績があるもの。 

②他分野において実用化の実績があるもの。 

③原理は確立されており，研究レベルで一定の成果を上げているもの。 

④アイデア提案として示されているもの。 

の視点で整理・分類 3)がなされ，また，数年以内に福島第一原子力発電所で適用され，

一定の効果が得られるかの判断に資する観点から，専門家レビュー会議のコメント，さ

らに現場での適用性等を評価するため，東京電力からのコメントも付記する形で「分野

別の主な技術提案の総括」として取りまとめ（表 5-3），2013 年 11 月 15 日に開催され

た汚染水処理対策委員会（第 9 回）に報告された。 

 

①汚染水貯蔵 ②汚染水処理
②汚染水処理
海水の浄化

④建屋内の汚
染水管理

⑤地下水流入
抑制の敷地管
理

⑥地下水等の
挙動把握

⑦その他

663 貯水タンクの遮水性基礎工 ●

664 タンク止水性能確保のためのダブルバリアー化対策 ●

665 汚染水配水管路の簡易地中埋設 ●

666 撤退した既設地下貯水槽の改良工 ●

667 地下貯水槽とタンクを組み合わせた運用5 ●

668 防波堤で囲まれた港湾部を利用した汚染水の貯留方法 ●

669 タンクの耐震安全性の確認 ●

670
土砂NATM工法による地下遮水壁・フェーシング等の多重防
護設備の構築

●

671
シールド，TBM技術を活用した高い空間放射線量環境での作
業改善方法

●

672
凍結工法・粘土系遮水工・地下水くみ上げ工を組み合わせた
重層工

● ●

673 撤去が容易な遮水壁による時間差多重防御の提案 ●

674 多数地下掘削工による広域遮水層の施工 ●

675
ポリウレタン・高分子吸収材・吸水性粘土材料の段丘堆積物
への巻出し混合による広域雨水浸透抑止技術

●

676
原子力施設の地下を遮水壁で大きく取り囲む閉鎖領域の形
成

●

677 地下水動態把握のための総合調査モニタリング ●

678
グリッド型観測孔配置と多層揚水試験による地下水流動層特
性の調査

●

679
港湾内外の核種の高精度モニタリングによる漏洩源および漏
洩量の把握

●

680 福島第一原発サイト汚染状況可視化エキスパートシステム ●

681 海側遮水壁の二重化 ●

技術分野
受付
番号

提案件名
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表 5-3 分野毎の整理・分類と専門家会議のレビュー，東京電力のコメント（例）2)より引用 
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この報告を受け，汚染水処理対策委員会は，表 5-4 に示す適用可能な技術提案の抽出

を行い，公募を踏まえて新たに活用すべき主な技術を「東京電力(株)福島第一原子力発

電所における予防的・重層的な汚染水処理対策～総合的リスクマネジメントの徹底を通

じて～，（平成 25 年 12 月 10 日）4)」で公表している。 

 

表 5-4 公募を踏まえて新たに活用すべき主な技術 4)より引用 

 

 

東京電力は，この汚染水処理対策委員会の報告に基づいて現場の適用性等を検討した

結果，表 5-5 に示す 6 つの提案を採用し，また，現状では現場適用性の観点から採用に

至らなかった提案についても，引き続き現場状況に応じて採用の可能性を検討するとし

た 5)。 
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表 5-5 現場で採用する技術提案 5)を基に作成 

信頼性の高い大型タンク 鉛を用いない遮へいシート 
No.558 
・工場にて一貫してタンクを完成させ現地搬入

することにより現場作業を極小化 
・据付エリアの敷地形状，貯蔵量ニーズに合わ

せた各種容量のタンクが供給可能 

 

No.83 
柔軟性に富みかつ加工が容易である Df シートを用い

て測定器のプローブの入射窓以外の部分の外面を被覆

することで，周囲からのγ線，なびに β線を遮へいで

き水たまりの β線表面汚染密度を測定する方法 

 

吸着材を用いた海水浄化 Sr 汚染地下水を対象とした透過性浄化壁 
No.408 
①Cs 吸着繊維を港湾内に浸漬，または繊維に海

水を通水し海水から Cs を吸着除去 
②Sr 吸着繊維を港湾内に浸漬，または繊維に海

水を通水し海水から Sr を吸着除去 
 

 

No.229 
アパタイトによる土壌中の

Sr 補集を実施予定（22 社提案

の中から，現地適用性の高い

ものを比較評価し採用） 
 
 

水みち検層（No.571） 
単孔法流速流向測定技術（No.572） 
No.571 

裸孔状態のボーリング孔において，孔底まで

ダウンホールプローブを挿入した後，揚水ポン

プで揚水しつつプローブを段階的（または連続

的）に引き揚げ，プローブ内に設置された電磁

流量計により区間毎の流量変化を計測（水みち

検層） 
 

No.572 
測定場の間隙変化による乱流の影響を受けな

い電位差式測定法（単孔法流速流向測定技術）  
水みち検層技術と単孔法流速流向測定技術を

組合せた調査を予定 
 
  

（No.は受付番号） 
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 経済産業省 資源エネルギー庁の公募 

経済産業省 資源エネルギー庁は，平成 25 年度補正予算「廃炉・汚染水対策事業費補

助金」に係る補助事業として，2014 年 3 月 24 日に以下の 4 つの汚染水処理対策技術検

証事業に係る補助事業の公募を行った 6)。 

①海水浄化技術検証事業 

②土壌中放射性物質捕集技術検証事業 

③汚染水貯蔵タンク除染技術検証事業 

④無人ボーリング技術検証事業 

公募の結果，表 5-6 に示す 11 件の提案が採択され，検証事業の結果は成果報告 8)と

して公表された（図 5-1）。 

 

表 5-6 汚染水処理対策技術検証事業 7)を基に作成 

 

①海水中の汚濁物質を除去する前処理装置と海水用に調整された独自の捕集材
システムとを組み合わせた浄化システムの除去性能を検証

②放射性核種の捕集について実績のある吸着材を採用し、これを導入した水中稼
働式浄化システムの除去性能を検証

③自然素材を活用して、セシウムだけでなくストンロンチウムに対しても高い吸着性
能を持つ捕集材料の開発を実施し、この除去性能、放射線耐性、二次廃棄物量を
検証

④可燃性の吸着シートを新たに開発し、これを導入した水中可動式浄化システムに
ついて、その除去性能と二次廃棄物量を検証

⑤セシウムとストロンチウムの化学特性の相違を考慮して、繊維状吸着材を新たに
開発し、海水からのセシウムとストロンチウムの除去性能と二次廃棄物量を検証

⑥土壌中の放射性ストロンチウムに対する浸透式反応性バリア技術の捕集性能を
検証

⑦高いストロンチウム捕集性能を有する吸着剤（海水中での捕集率99%以上）を用
いて、地下水中のストロンチウムを効率よく捕集・回収する仕組みを有する透過壁
の構造およびその施工手順を確立を実証

⑧複雑な形状のタンクの除染に超高圧液体窒素技術を適用した際の除染性能と廃
棄物回収性能を検証

⑨「ドライアイスブラスト」、「機械切削」、「ショットブラスト」の3 つの除染技術を最適
に組み合わせた遠隔除染装置の除染性能を検証

⑩タンク底部の残留汚染水を浄化用水として再利用することで、汚染水を増やすこ
となく、タンク内部を除染するシステムの性能を検証

ボーリング作業時における
作業員の被ばくを低減させ
る観点から、高線量下での
無人ボーリング性能を検証

⑪ボーリング作業工程のうち ・初期掘削 ・コアリング掘削 ・拡掘を対象とした、衛星
通信ネットワークを用いた遠隔操作ボーリングシステムの検証

海水浄化技術検証事業

一定以上の塩化物イオン濃
度下（200 ppm 以上）におけ
る、土壌中の放射性物質
（主として放射性ストロンチ
ウム）捕集技術の捕集性能
を検証

土壌中放射性物質捕集技術検証事業

解体作業における作業員の
被ばくを低減する観点から、
複雑な構造を有するボルト
締め型タンク内部の除染性
能を検証

無人ボーリング技術検証事業

汚染水貯蔵タンク除去技術検証事業

海水中における、主として放
射性セシウムや、放射性ス
トロンチウム等の浄化技術
について、その除去性能を
検証するための実証試験
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図 5-1 成果報告の例（無人ボーリング技術検証事業最終成果）8)より引用 

 

検証事業の開始以降，汚染水処理対策については予防的・重層的な対策が進められ，

タンク内汚染水の処理，海側トレンチからの汚染水の除去，海側遮水壁の閉合など一定

の成果を得ている。このような現場環境の変化を踏まえ，東京電力は，検証事業の成果

の現場への適用性について検討を行い，その結果を汚染水処理対策委員会（第 17 回）

に報告している（表 5-7）。 

 

表 5-7 検証事業成果の現場への適用性 9)を基に作成 

予防的・重層的な対策により港湾内の海水中放射性物質濃度が検証事業の前提と
した濃度より低下しており、現時点で事業成果を現場適用しても更なる海水浄化の効
果が十分に期待できないものの、万一何らかの原因により港湾内の海水中放射性
物質濃度が上昇した際など適用により効果が得られる場合の活用を検討する。

敷地内の土壌中放射性物質を除去する必要性は引き続き有しているため、現場での
適用性に向け検討を進める。

施工期間や施工エリア確保など現場適用のために解決すべき技術課題があり、今
後、技術課題の解決及び活用を検討する。

当面、屋外でのボーリング作業は予定していないため、今後は高線量箇所でのボー
リングなどの無人作業が必要となる際には、適用可能な技術として活用を検討する。

海水浄化技術検証事業

土壌中放射性物質捕集技術
検証事業

汚染水貯蔵タンク除去技術検
証事業

無人ボーリング技術検証事業
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おわりに 

 

2011 年 3 月 11 日に発生したマグニチュード 9.0 の東北地方太平洋沖地震とそれに伴

う大津波，そしてそれにより引き起こされた東京電力福島第一原子力発電所（以下，「1F」）

1～4 号機の事故，さらには各所で発生した大規模地震災害は東日本大震災と総称され

ている。 

その中で，1F における甚大な原子力事故対策は，事故初期段階の緊急時対応・復旧活

動，その後の 3 つの方針に基づく汚染水処理対策や環境負荷低減・廃棄物対策と固体廃

棄物の保管・管理の継続的な取り組みが進められ，さらに 1F の安定化が実現した後の

廃止措置に向けた新たな取り組みの段階へと進んでいる。 

 

1F 構内では現在も対策工が継続して実施されており，敷地境界の空間線量は 8 箇所

のモリタリングポストで，1 箇所（モリタリングポスト MP4：図 3-7 参照）を除き 1.0

μSv／h 以下（2023 年１月 10 日現在）にまで低下している 1)。また，汚染水の発生量

は下図のように 140m3／日程度 2）まで抑制して，中長期ロードマップ 3)で示された『2020

年内に汚染水発生量を 150m3／日程度に抑制』の目標を達成している。現在は新たな目

標として『2025 年内に汚染水発生量を 100m3／日程度』に抑制することを目指すととも

に 4)，1～4 号機建屋周辺のフェーシング範囲の拡大及び局所的な建屋止水などを計画

的に進め，2028 年度までに約 50～70 m3／日に低減される見通しが示されている 5),6)。 
 

 

汚染水発生量の推移 2)より引用 

 
さらに，廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議（2021 年 4 月 13 日）7)は，トリチ

ウム以外の放射性物質を規制基準値以下に浄化した処理水の海洋放出がより確実な処

分方法で実施可能であるとした「多核種除去設備等処理水の処分に関する基本方針」を

示した。この基本方針に基づいて，トリチウムを国の環境放出基準（60,000Bq／ℓ），さ

らに世界保健機関（WHO）の飲料水水質ガイドライン（10,000Bq／ℓ）よりも大幅に低

い濃度（1,500Bq／ℓ）まで希釈した処理水の海洋放出を 2023 年 8 月 24 日より開始して



 

 
 

いる 8)。 

また，原子力損害賠償・廃炉等支援機構は，「東京電力(株)福島第一原子力発電所の

廃炉のための技術戦略プラン 2015 ，～2015 年中長期ロードマップの改定に向けて

～，2015 年 4 月 30 日 9)」を公表し，毎年見直しを行っている。 

2023 年 10 月 18 日に公表された「東京電力ホールディングス㈱福島第一原子力発電

所の廃炉のための技術戦略プラン 202310)」では，当面 10 年間程度に発生する固体廃

棄物の物量予測を定期的に見直しながら，発生抑制と減容化，モニタリングを始めと

した保管管理計画の策定・更新を行い，適切な保管・管理を遂行するとしている。こ

の中では，3 つの主要な課題（廃棄物の性状把握，適切な保管・管理，処理・処分）

が示され，その課題についての技術戦略と今後の計画（工程表）の整理が行われ，固

体廃棄物の特徴に応じた検討が進められている。また，固体廃棄物の発生量を可能な

限り低減する取組を行うため，減容，再使用・リサイクルなどを一層進めることが極

めて重要という方針が示されているが，さらにそれらのリスク低減策を長期にわたっ

て図っていく上では，昨今の地球環境面での大きな問題となっているカーボン・オフ

セットにも十分に配慮することが望まれる。 

 

これらの状況を踏まえて，本調査研究は特に土木分野の取り組みに焦点を当て，2018

年 12 月までに公表された膨大な情報・資料について（一部 2023 年までの資料も含む），

調査と体系的な整理・取りまとめを行ったものである。 

放射能による汚染という大変厳しい環境下において，事故発生当初からの緊急時対応

と復旧活動，汚染水処理や環境負荷・廃棄物対策などの様々な取り組みのほとんどにお

いて土木技術は深く関わってきており，多くの土木技術者がそれぞれの場面で創意・工

夫と苦労を重ねて貢献した。広範に実施された各種の対策技術がどのようなものであっ

たかについて，本調査研究では，対象廃棄物・技術分野ごとの時系列的な流れも考慮し

た体系的な整理を行った。 

原子力事故という過酷な状況下においても，国や東電，あるいは原子力防災等の専門

家の方々とともに，多くの土木技術者もまた縁の下の力持ち的な役割を果たしてきたこ

とを，少しでも多くの技術者や一般の方々に改めて知っていただくとともに，将来への

貴重な基礎資料，あるいは教訓として，また，若い世代の技術者の皆さんに広く有用な

資料として活用していただければ幸いである。 

   

以 上 
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